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本報告書は、 日本 自転車振興会から競輪収益 の一部である機械工業振興

資金の補助 を受 けて平成2年 度補助事業の一環 として作成 したものである。







は じめに

わが国の国際的地位の向上 とともに、 日本の科学技術情報 および ビジネス情報 に

対す る海外か らの関心 は高 まる一方です。今 日、欧米 の企業 に とって経営戦略 を展

開す るにあた り、 日本情報は必要不可欠なものとなってきています。

日本情報の利用 にあた って、外国か らみて最大の問題 は言語 であ ります。それ と

同時 に、 日本 国内の どこで どの様 な情報が発生 してい るのか、 またその情報 をどう

すれば入手で きるのかが分か らないという不満 も多 くあ ります。 このような海外か

らの要望に応 え、 日本情報の国際的流通 を促進することは、経済大国 日本の義務で

あ りましょう。

(財)デ ータベース振興セ ンターは平成元年度に国際問題委員会 を設置 して、 日

本情報の国際化 を促進するにあたって解決されなけれ ばな らない問題点 を整理、検

討 し、提言を行 って参 りました。その主な内容はデー タベ ースの英文化(機 械翻訳

の促進)、 海外ニーズの正 しい把握、定例的広報宣伝活動、常設的デー タベース案内

機関の設置、海外提供の支援施策 ・助成制度等です。 この提言 を受 けて平成2年 度

の国際問題委員会は、 日本情報 の海外提供に とって大 きな障害 となっている言語、

すなわち英文化の問題 に焦点 を絞 って、データベースに関する機械翻訳システムの

対応 について検討 を進 めて参 りました。

本報 告書 は 「総論(わ が国の機械翻訳 の現状 と問題点)」、「機械翻訳 システムの開

発 と現状」、「機械翻訳 システムの周辺の現状」、「機械翻訳の利用の現状」の4部 か

ら構成 され、機械翻訳 の技術的側面 と実務的側面か らとりま とめました。広 く関係

各位の参考 になれ ば幸 いです。

最後 に、本報告書 をとりまとめるにあた りご協力 をいただ きました委員の方々を

はじめ、通商産業省な ど関係各機関の皆様方 に心 より感謝 の意 を表 します。

平成3年3月

財団法人データベース振興センター

理事長 圓城 寺 次郎
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わが国の機械翻訳の現状 と問題点
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わが国の機械翻訳の現状 と問題点

1.は じめ に

(財)デ ータベース振興セ ンターの国際問題委員会では、平成元年度 において、「日本情報 の国

際化」、すなわち国産データベースの海外提供の推進 をテーマ として検討 を行 い、これに向 けての

提言 を とりまとめた。そ こでの結論の重要な1項 として、国産和文のデータベースの外国化(と

りあえずは英文化)の 問題が とり上げ られ、 これに対 して機械翻訳 の適用可能性 を今後一層追求

す るべ しとの結論に至 っている。 この点 を受 けて、平成2年 度の国際問題委員会で は、 データベ

ースにお ける機械翻訳の可能性 を中心 として検討 することとし、 これに関す る専 門家 に委員 を委

嘱 して、技術的側面 とデータベースの海外サービスの実務的側面の両面か ら検討 を行 った。以下、

本委員会 における検討の結果を総括的に示す ことにする。

2.デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス にお け る英 文 化 の 方 式

和文のデータベースを英文化 して、海外利用者に使い易 くしようとす る場合、単純 には、デー

タベースの全内容 を予 め英文化 した後 に、本来の英文データベースと同等に扱 ってゆ くというの

が、最 も分か りやすい方式である。 しか し、 こうした本格 的英文化は、実際 には最 も経費 と時間

を要す る方式であって、和文データベースの海外での利用促進の観点か らは、 もう少 し簡便、低

コス トで しか も一定の効果をもた らす方式 もあ りうる。 これ らを含 めて整理 してゆ くとつ ぎのよ

うになろう。

2-1翻 訳の対象項 目

(1)メ ッセージ、項 目見出 し、定型的項 目のみの英文化

英文化の対象 とする項 目 としては、 まず検索 コマ ンドの入力を促 し、 また検索結果の ヒッ ト・

レコー ド数な どを通知す るメッセージの類がある。 しかし、 これは、 メ ッセージ表 を和英文で切

り換 えるとい う方法で、多 くの検索システムですでに実現されてお り、特 に問題 はない。次 の段

階 として、検 索結果表示の際の項 目見出 しと、 日付 とか分類 など内容 が定型的な項 目に関 しての

み、 これ らを英文化 して表示するものが考 えられる。 これは翻訳 というより、単純 な変換 とい う

べ きものであるが、特許データベ ースについて、端 末側検索 ソフ トウエアに、 こうした変換機能

を組 み込んだ ものが海外で実用 されて、一定の効果 をおさめている。

(2)キ ーワー ドの英文化一 和英対訳辞書 ・シソーラス

検 索の際に利用者が指定するキーワー ドに英文が使用で きることは、 データベース英文化 の第

1段 階 として重要である。検索の手掛 りとす るキーワー ドは、原則的に利用者側で独 自にこれを
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想起 して指定する必要が あるので、 これが英文で可能 になることは外 国人利用者 には大 きなメ リ

ッ トになるもの と思われ る。

科学技術論文な どでは、著者の段階で標題、著者名、所属機関、 キーワー ドについて英文標記

を並列することはすでに随分普及 してお り、英文要 旨の添付 も進 んでいる。つ まり、 こうした分

野ではキーワー ドの英文化はすでに相 当程度行われているとみて よいであろう。

機械翻訳の立場か らみると、キーワー ドの翻訳 は、文法解析 を要 しない、む しろ変換 とい うレ

ベルの ものであるか ら、 その限 りで技術的な問題 は少ない。 つま り原理的には、和英対訳の辞書、

用語集の類があれば足 りる ということにな るのであるが、実際 は、 この種の辞書 の整備 と的確 な

更新が大 きな問題 にな る。進歩の著 しい科学技術分野や時事 的分野 の場合、 キーワー ド辞書の更

新 は容易ではない。

安達講師の講演では、学術用語での対訳辞書整備の実務的問題点が指摘 されたが、 この場合、

標準的な用語 の設定 とい う規格制定的な側面が加味 されてお り、辞書整備やその更新はなお さら

むずか しいことになる。

もっぱらデータベース検索 を目的 とする辞書の整備 に関 しては、神尾委員から 「日経 シソー ラ

ス」に関する報告があった。新聞記事デー タベースの場合、同一対象 について種 々の表現が用い

られ ることが多いか ら、 シソーラスによる用語の統制 と包含関係の規定は検索 もれを防 ぐのに有

効 であ る。しか しこの事例 でも、新語の出現を常時監視 しなが ら、3年 程度の間隔で定期更新 を

行 うた めに、専門の担 当者 を複数名配置するな ど、 シソーラスの維持更新 は相 当の業務量 になる

ことが指摘されてい る。なお、 この例 は現状では日本語のシソーラスであるが、 こうしてシソー

ラスが維持されるな らば、 これに英訳 を付加することは、業務量的 にさほど問題 にはならない と

見込 まれるとの ことである。つ まり、「原文」である日本語辞書の維持管理の方が大いに問題で あ

るとい うことであ り、 これが確保 される場合には、 その英文化は十分現実可能で あろう。

なお、ディレク トリー、統計類 のデータベースで、基本的 に文章 を含 まない ものの英文化 は、

全面的 に上記対訳辞書 に基づ く変換方式によることになる。

(3)本 文全体 の英文化

デー タベースの本格的 な英文化 は、本文 を含む全項 目を英文化 することになるが、 この とき本

文 とは抄録型データベースでは抄録であ り、全文 データベースの場合はさらに本文全文の翻訳 を

含む。以下においては、主 として抄録型データベース を念頭 にして、その翻訳における機械翻訳

の適用可能性 を検討することにする。

2-2翻 訳の実施者 と方法

(1)著 者翻訳

翻訳 の方法 には、従来 か らの人手によるもの と機械翻訳 システムによる ものがある。 まず著者

自身による翻訳 については、少 な くとも科学技術 系の邦文で は、前述の とお り、標題、キー ワ一
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ドに英訳 をつけることはすでに普及 してお り、さらに英文抄録 もかな り普及 しているとみ られ る。

もっ とも、 これはいわゆるフル ・ペーパーに関 してであって、学会報告 その他、グレー ・リテラ

チ ャー と称 される種類の文献 では、 こうした英文化はそれほど進 んでいないのが実情であろう。

学術情報 セ ンターの学会発表デー タベ ースでは、著者英文抄録 の付加割合 は30%程 度である。近

年、海外か らの関心は、わが国で進行 中の現況 を知 るもの として、 こうした流通性の低い ものに

も集 まっている。

ブレン委員の報告 にある、ECに よる日本文献情報の収集事業 は、 まさに この線 に即 した もの

で、 また機械翻訳の先駆的適用事例 として も重要である。

宮澤委員 によれば、JETOROの ような元来海外向きの組織 では、外 国語出版物の制作が従来か

ら定常的に行われているが、その作成方法は著者翻訳の一種 と考 えられる。 そして、今後翻訳量

を一層増大 させ るためには、作業能率 の向上 のため、機械翻訳に期待す るところが大 きい とされ

る。

機械翻訳 システムは、空閑委員、高浜委員の報告にあるように、パ ソコンやワーク ・ステーシ

ョンな ど、個人利用型の機器で単独 に稼働 するものの開発が進 んでいる。 これ らは簡便 に導入で

きる ことを目指 してお り、著者側での英文原稿作成に役立 ち、英文文書 の量的拡大に資するもの

と思われ る。

(2)デ ータベース編集者側人手翻訳

データベース編集者側での翻訳専門家 による翻訳 は、 これ までの英文化 データベース作成 にお

いて主流 をな して きた方法である。 しか し、 これには人員的な限界が あって、今後英文化 を飛躍

的 に拡大す るには機械翻訳 システムの活用が不可欠 と考えられる。

(3)デ ー タベース編集者側機械翻訳

データベース編集者 における機械翻訳の適用には、大量のデータを定常的 に翻訳 してゆ くとい

う運用体制 を含めた 「システム化」に も大 きな課題 がある。

富永委員 によるJICSTで の機械翻訳 システムの適用経過報告 は、データベース編集者側での、

全面人手翻訳か ら、機械翻訳 を併用 した方式への移行 を具体的 に解説 してお り、今後の方向を示

唆する ものであろう。

(4)デ ー タベース利用者側翻訳

利 用者 における翻訳についても、今後 は これに機械翻訳 を活用 してゆ くことが可能であろう。

パ ソコンや ワーク ・ステーションな どで稼働する機械翻訳 システムの海外での普及が図られれ ば、

海外のデータベ ース利用者側での翻訳 に大 いに貢献 すると思われる。 とくに、全文 データベ ース

の場合、本文全文 をデータベース提供者側で翻訳 して提供するこ ともあ りうるとはいえ、利用者

側 で機械 を利用 して翻訳する とい う方法 も、大いに有効である と思われ る。
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2-3翻 訳の時点 と対象 レコー ド範囲

(1)事 前に全 レコー ドを翻訳

翻訳 をデータベース ・サー ビスの どの時点で行 うか、 またレコー ド全件 について翻訳す るか否

かについて検討する と、単純 には、英文データベースとしてサー ビスするか らには、予 めレコー

ド全件 に英訳を与えた ものを、 サー ビスに供するというのが 自然 である。

全件事前翻訳では翻訳 に要する費用が問題 になる。一般 にデータベースに含 まれ る大量の レコ

ー ドの内
、実際 に検索出力 されるの はごく一部であるといわれ る。事前全件翻訳の場合、 こうし

た結局使われないレコー ドについて も翻訳 を施 してお くことにな るか ら、英文化 コス トは大 きく

なる。機械翻訳 の適用 による、翻訳 コス トの低減が大い に期待 されるところであろう。

なお、 この方法では、専門家 による校正 を併用 して翻訳 の品質向上 をはかることがで きるし、

また英文データベース として、磁気テープなどで他のベ ンダーに頒布することもで きる といった

利点がある。

(2)検 索結果表示の際 に当該 レコー ドのみ翻訳(オ ンデマ ン ド・リアル タイム翻訳)

高速な機械翻訳の現実 に伴 って、あ らたな可能性が生 まれつつある。すなわち、検索の結果 と

して レコー ドが表示 される際 に、機械翻訳 システムを介 して、 これを英訳 して出力する方法 であ

る。 この場合、人手 をまった く介 さないか ら、翻訳 コス トは低 く抑 えられ る。

大熊委員、柿元委員 によれ ば、 この種のオンデマ ンド ・リアルタイム型機械翻訳 によるデータ

ベース ・サービスを実験 して、良好な結果が得 られてお り、今後 その実用化 を追求 しつつある と

の ことである。

もつ とも、 この ように機械翻訳 に全面的に依存 するもの とすれば、全件事前翻訳 を行 って もさ

ほ どの コス ト要因にはな らない とい う面 もあるか ら、いずれ にして も機械翻訳実用化 の重大性が

指摘で きる。

2-4機 械翻訳 の実行サイ ト

(1)ホ ス ト機側オ ンライン/オ フライ ンー プ ロデ ューサー、ベ ンダー、ゲー トウェイ

機械翻訳 をどこで行 うかを考えると、一般 にはデータベースの提供者側で これを行 うことにな

る。事 前翻訳の場合 はもちろん これ に該当す るが、オンデマ ンド型機械翻訳 のときも、翻訳 シス

テムはホス ト側 コンビュターに搭載 され ることになろう。ただ しこの場合 は、ベ ンダーあるいは

ゲー トウェイのコンピュータ上 で稼働す ることになるので、英文化 はベ ンダーやゲーイ トウェイ

独 自の付加価値サー ビス という位置付けになる。 この点 は、今後わが国におけるデータベース業

界の構成、役割分担 との関連 において も注 目す る必要が あろう。

(2)端 末機側 オンライン/オ フライン

機械翻訳 システムの進歩 とパ ソコンあるいはワークステー ションの高性能化 に伴 って、 あ らた
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な可能性が考 えられ る。 すなわち、翻訳 システムを端末側 に搭載 して、和文で送 られてきたレコ

ー ドを利用者側で翻訳 して表示する方式である。

そ もそ も利用者側 に翻訳 シス テムがあれ ば、検 索結果 をフ ァイルに保存 して(ダ ウ ン ・ロー

ド)、これを翻訳 システムにか ければよく、これはデータベ ースの検索 とは別個の作業 として可能

である。 しか し、本格 的には、検索機能 と連動 した翻訳 システム、すなわち翻訳機能 内蔵型 の検

索 ソフ トウエアが必要であ る。

現在、データベース検 索のためには、特定のデータベースやベ ンダー ・システム に依存 しない、

汎用の通信 ソフ トウエ アが使われているが、上記のような翻訳機能内蔵型検索 ソフ トウエアで汎

用の ものの実現 は難 しい とみ られ、 データベースやベ ンダー ・システムに個別に対応 した ものが

必要 になるであろう。

英文化データベースの普及 という観点では、 ごく一般的な英文の通信 ソフ トウエ アが使 える こ

とが有利である。 してみ ると、オ ンデマ ンド型翻訳 の場合 も翻訳 システムはホス ト側 に搭載 して、

事前翻訳型 と同様、利用者か らは普通の英文 データベースであるかのようにみえるのが よい と考

えられる。

3.ま と め デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス と して の評 価 基 準

上述のような諸側面か らの検討 を踏 まえて、和文データベースの英文化サービスを考 えるとき、

当面現実的な もの とみ られ る次 の2つ の方法を中心に、今後 さらに検討 してゆ くのが よい と思わ

れる。第1は 英文 による検索+和 文出力 とい うアクセス側のみの英文化で あ り、第2は 英文化 に

よる検索 と出力 というアクセス と出力両側の英文化である。

3-1対 訳辞書 に よる英文化 アクセスー 一受動的 日本語能 力

和英対訳辞書 ・シソーラスを介 して、英文による検索 を可能 とするが、抄録 な どの出力は和文

の ままとする方式は、一見 中途半端な感 じを与えるが、 これは海外利用者側 における日本語能力

の問題 に関連 して評価 されるべ きである。外国語の読み書 きで は、一般 に読 めるための受動的語

学力 よりも書けるための能動的語学力の方が相当難 しい。 これ をデータベース検索 に当てはめれ

ば、検索のためのキー ワー ドを想起 して指定す る部分が書 く能力 に当た る。従 って、出力 は和文

で も、 この検索部分が英語 でよい ということになれば、利用者側 に要求 される日本語力は随分 ゆ

るやかにな り、外国利用者 層の拡大 に対する効果 は大 きい と考 え られる。 さらに、かな漢字変換

を伴 う日本語入力 も、オ ンライ ン検索では持続時間 と関連 して大 きな問題で、 これをすばや く行

うのは容易ではな く、 この点で も、英語 による検索の有利性が指摘で きる。

この ように、アクセス側の英文化は、英文化データベース提供 の第1段 階 として十分有効で あ

り、 このためのシステム と和英対訳辞書 ・シソーラスの開発が推進 されるべ きであろう。
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3-2機 械翻訳による英文化データベース一一→幾械翻訳の 「実用性」 と評価基準

デー タベースへの機械翻訳 の適用に関 しては、翻訳結果の品質 に対す る要求、考 え方が基本的

な問題であろう。 これ まで、機械翻訳 の品質水準は、専門翻訳者 による翻訳 と対比す る形で、 そ

の実用性が問われて きた。 そして現状 では、下訳程度には どもか く使 える という程度に機械翻訳

の レベ ルは向上 してきている。 ここでさ らに一層の品質向上 をめざして、研究開発が進 められ る

べ きは もちろんである。 しか し、 その一方 において、現状 レベル程度 のシステムを前提 とした上

で、 データベース英文化のために、 これをどのように使い こな してゆ くか とい う点で真剣に追究

すべ き段階に至 っていることも事実である。すなわち、 もはや使 い ものになる、な らないとい う

議論 の段階ではな くなっているといって もよいか も知れない。

もともと、文献抄録型データベ ースの場合、 キーワー ドで検索 して、抄録で内容 を判別す ると

い う便宜的な方法、あるいは文献本体 を逐一点検するのに比べ るな らば粗略 ともい うべ き検 索方

法が採 られている。キー ワー ドといい抄録 といい、 これらは要するに検索手段 としての文献 内容

の写影 であるとみれば、その品質 は検 索効率 との関連で評価 されるべ きである。そ こで英文化 デ

ータベ ースについて
、 これを平 た くいうな ら、英訳 として正 しいか どうか といった問題 ではな く、

利用者 が、分かろうと思 って読 めば、何 とか文献内容の判別で きる程度 の翻訳にな っているか ど

うか とい う点が評価のポイ ン トになるはずである。 この点で、データベースは、一般の翻訳物 と

は大いに目的 を異にし、従ってその品質評価基準 も自ず と異 なって くる。

こうした見方か らすれ ば、現状 レベルの機械翻訳 は、 データベースの英文化に対 してすで に相

当程度 の実用化 を獲得 していると評価す ることがで きるであろう。従 って、 これ をデータベース

の英文化 にいかに活用 してゆ くか という観点か らの議論 を、今後一層積極的 に展開 してゆ く必要

がある と思われる。

3-3海 外需要の動 向

ところで、上記の英文化 アクセス方式 や機械翻訳 データベースに関 して、海外利用者側の反応

が重大 な問題である。すなわ ち海外利用者 において、上述のような、何 とか分かればよい式の評

価基準、立場がどの程度存在す るか とい うことである。 日本情報に関 して、 この程度の障害、欠

陥 を十分乗 り越 える程の強い需要 が どの程度存在するか とい うことである。 むろん完全な英文デ

ータベ ースでなければ使い ものにな らない といった議論 も依然有力であるか も知れないが
、需要

と供給 の間での相互作用、すなわち両者 におけるにわ とりとたまごの関係 を思 えば、供給側 とし

て可能 なことは、 ともあれ これ を展開 してゆ くことが肝要であろう。 この視点か ら、英文化 アク

セス方式のデータベース ・サー ビスや機械翻訳データベースの実用、拡大は推進 されるべ きもの

であ ろうし、 これに対 して応分の公的 な支援策 も講 じられ るべ き もの と思われ る。
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第1章 日本科学技術 情報 セ ンター(JlCST)に お ける

機械翻訳 システムの開発 と現状

1.JlCSTに お け る開発 の概 要

1-1開 発 の背 景

JICSTに お ける科学技術情報の海外提供 の現状は、平成元年度活動 として当委員会が ま とめた

報告書 「日本情報 の国際化」(1990.3)に 述べてあるため ここでは省略す るが、最 も新 しい情報

を紹介す ると、平成2年 度では約235,500件 の技術論文 を英文 データベー ス化 し、従 って、1985年

か らの累積では約140万 件の 日本情報を海外 向けに提供 していることになる。

平成元年度報告 にもあるとお り、英文データベースを作成す る際の最大 の問題 点は「日英翻訳」

であ り、海外か ら要求 の強い抄録文の付与率向上 については、従来の 「人手翻訳」 を実行す る以

上、翻訳経費や翻訳体制の面で翻訳量 に限界があ り、飛躍的な向上 は望 めないのが現状 であった。

しか し、 日米科学技術研究開発協力協定の中で も記述されているように、欧米 と日本 の間の 「情

報利用の相応の機会」 は日本 の国策で もあ り、 これを解決す る手段 としての 「日英機械翻訳 シス

テムの開発」が急務 となった。

1-2JICSTに お け る開発

1982年4月 ～1986年3月 に活動 した科学技術庁プ ロジェク ト 「日英科学技術文献 の速報 システ

ムに関する研究」が母体 システム とな り、 これに引き続 き1986年4月 ～1990年3月 にJICST独 自

の開発 を行 った。母体 システムの開発費約6億2千 万 円、JICST独 自の開発工数 は445人 月を投入

し、 ここで得た ものは、 日本語抄録 を原語 とした機械翻訳 システム と36万 語の翻訳辞書である。

2.機 械翻訳システムを活用 した英文データベースの作成 と提供

2-1機 械翻訳活用以前の作成方法と件数

日本情 報 デ ー タベ ー ス(JICST-Eフ ァイ ル)の 作 成 に着手 した のは1985年1月 で あ り、JICST

オ ンライ ン情 報 システ ム(JOIS)に よるデー タベ ー ス ・サー ビス を開始 した のが1987年10月 で あ

る。 この デー タベ ース を広 く世界 中 に提供 す る 目的 で、1987年11月 には世界 規 模 の 科学 技術 情 報

ネ ッ トワー ク(STNInternational:ScientificandTechnicalInformationNetwork)に 搭 載

して サ ー ビス を開始 した。 従 って 、機械 翻 訳 システ ム を実運 用化 した1991年8月 までの6年8カ

月の 間 は、 「人 手 に よ る翻 訳作 業」お よび 「論 文 著者 が作 成 した英 文抄 録 の許 諾利 用 」に よ って デ

ー タベ ー ス作 成 を行 ってい た。後 者 の 「……英 文 抄録 の許諾 利 用 」 とは、 著者 が 論 文執 筆 時 に同

時 に作成 した英 文 抄録 を、 デー タベ ー ス作 成 の た め に出版 者 や著 者 の許 諾 を得 て原 則 として有 料
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で利用することで、経済的なデータベース作成法の一つであ り、現在 も活用 している。

1985年1月 か ら1991年8月 までに、合計約117万 件 の英文抄録 を収録 したデータベ ースを上記の

方法で作成 した。 この中には、1989年 から入力 を開始 し、海外か ら最 も望 まれているグレイ ・リ

テラチャー情報が約1万1千 件含 まれている。年度別 ・データ種別 の作成件数 を表1に 示す。

表1年 度別 ・データ種別作成件数

理 工 学 ・医 学 グ レイ・リテラチャー 合 計

1985年
●

18,454 0 18,454

1986年 162,334 0 162,334

1987年 175,701 0 175,701

1988年 186,434 0 186,434

1989年 194,718 2,062 196,780

1990年 188,966 5,163 194,129

1991年 231,182 4,299 235,481

合計 1,157,789 11,524 1,169,313

2--2機 械翻 訳 を活用 した英文抄録 の作成

(1)シ ステムの処理概要

システムの構成 を図1に 、運用処理概要 を図2に 示す。運用処理概要の主要項 目について処理

内容 を紹介す る。

1)前 編集作業

機械翻訳 システムの実用化が遅れている原因の一つに 「日本語の特性」が ある。即 ち、 日

本語 には主語や 目的語 の省略、係 り受 けの曖昧 さ、特殊 な言い回 し等がしば しば内在 されて

いるということであるが、 これを目で読んで頭 で判断する場合 は省略や曖昧 さを前後の文 か

ら推定 ・補完 した り、思考で補 うことがで きるため、誤解す ることは極 めて少ない。 しか し、

現在の電算機ハー ドウェアや ソフ トウェアでは、人間が行 う推定 ・補完 ・思考 は全 く不 可能

なため、機械翻訳 システムに入力する前 に、 これ らの不完全要素を取 り除いてお く必要があ

る。具体 的には、機械翻訳 システムの特性 に一致 するように入力文 を事前に修正することで

ある。 この修正作業が 「前編集作業(Pre-editing)」 である。

前編集作業 を実行するには正 しい 日本語文法 と日本語表記 に関する知識が あること、入力
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デー タの専門分野知識 に関する知識が あること、機械翻訳 システムの持つ 「癖」 を理解 して

いる こと等が要求 されるが、 これ らの要求を満足 したとして、次 に要求 され ることは、以下

の3点 である。

●原文 の意味 を損 なわない範囲で、可能 な限 りの単文化 を行 うこと。

●主語 や述語の欠落がな く、曖昧 な係 り受 けを排除 し、正 しい句読点法 に基づ くしっか り

した 日本語構文 とすること。

●略語 ・略称 ・略号等 は避 けること。

この ような要求 を満足 し得 る作業者 を十分確保することは不可能 であ り、 また、生産性や作業

効率 をで きるだけ高めるために、「日本語文章推敲機能」を組 み込んでいるのが一般的で、具体的

には入力文 に対 する形態素解析、表層チ ェック、語分割チェック、警告 ・ガイダンス表示 を行 い

つつ、入力文 をそのまま機械翻訳 する と英訳 に失敗 するもの を事前 に機械的 にチェックし、警告

す るとい うものである。現状か ら見て、 この機能の発展性の余地 は今後大 いにある。

最終的 な前編集作業は端末機 を活用 した 日本文のDisplay校 正作業で、入力文であるオ リジナ

ル 日本文 を画面 に呼び出 し、上記 の前編集作業結果に基づいた修正 を実行 して機械翻訳用 日本文

を完成 させ る。

図1JICST日 英機械翻訳 システムの構成

日本語

抄録/論 文

圃
「「i原文i

:__」

↑

↑

罰 一

日英機械翻訳システム

".■,..... ・..."工 .一 一 ■一 戸.〔..一 ".■ ■析■■

形 構 構 構 形

態 文 文 文 態

素 解 変 生 素

解

.新

し_

析

■ ・.シ.古 一

換

一門… 、

成

・〔{.

生

成

～"..'・ ・引

↑

形態素解析用

構文解析 用

構文変換 用

構文生成 用

形態素生成用

↑

國

匡1
↓

圃
英 語

→ →1抄 録 〃論 文

,

{用l
l語 群 → →

巨
L.パ....,.一

翻訳辞書

作 成 シ貯 ム

翻

訳

辞

書

← ←

文法規則

作 成 シ万 ム

一9一



表2翻 訳辞書への品詞別登録語数(1991.1現 在)

(単位:語)

品 詞 解析 辞書 変換辞書 生 成 辞書

名 詞 338,037 338,037 232,227

代 名 詞 30 30 47

動詞(和 訓 3,656 2,897 4,505

動 詞(サ 変19,158 9,158
一

形 容 詞 337 337 4,605

形容 動詞 5,699 5,699
一

副 詞 413 413 1,794

連 体 詞 143 143 48

接 続 詞 81 81 34

助 詞 103 88 一

助 動 詞 111 111 9

接 語 ・接 辞 232 219
一

前 置 詞 一 一 158

冠 詞 一 一 3

基 数 詞 一 一 30

序 数 詞 一 一 30

単 位 一 一 5

合 計 358,000 357,213 243,495

前編集作業用

リス ト

③
前 編 集 作 業

納品

納 品 チ ェ ッ ク

機 械 翻 訳

後編集作業用

リス ト

一

発注

後 編 集 作 業

納品

納 品 チ ェ ッ ク

㊨
図2日 英機械翻訳 システムの作業 フロー
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2)機 械翻訳

処理は文章単位 で実行 され る。現在 のプログラム ・バージ ョンでの処理能力 は0.27sec./語

(CPUtime)、1.14sec./語(elapsedtime)、 英文精度82.5%で ある。従 って、JICSTで の

機械翻訳処理は1抄 録 当た り、27sec.(CPUtime)、112sec.(elapsedtime)で 実行 してい

ることになる。

3)後 編集作業

入力文が理想的に前編集 され、 システム ・アル ゴリズム、文法規則、翻訳辞書等が完壁 で

あれば後編集作業はほ とんど必要 としない英文 出力が期待で きる。 しか し、現実 は上記の英

文精度であるため、英文 デー タベース として提供で きるだけの英文品質 にまで、人手で校閲・

修正する必要がある。 この校閲 ・修正作業が後編集作業(Post-editing)で ある。

最終的な後編集作業 は端末機 を活用 した英文粗訳のDisplay校 正作業で、機i械翻訳処理で

得た ままの粗訳 を画面 に呼び出し、上記の後編集作業結果 に基づいた修正を実行 して英文抄

録 を完成 させ る。

4)機 械翻訳用辞書 の作 成 と維持 ・拡充

翻訳用辞書は、 このシステムが トランスファ方式であるところか ら解析辞書 ・変換辞書 ・

生成辞書の3種 類か ら構成 されている。解析辞書は原言語の辞書、変換辞書 は原言語か ら目

標言語へ置 き換 えられる単語の対や置 き換え条件 を与 える辞 書、生成辞書は目標言語 の辞 書

という役割 を持 ってい るが、 これ らを作成するには膨大 な時間 と経費、お よび高度なデータ

精度が要求 され る。因 に、現在稼動中のシステムに組み込 まれている36万 語 の翻訳辞書作成

経費 は、開発総経費 の約半分強 を占めている。辞書への登録 内容 を表2に 示 したが、3～4

年以内に70～80万 語程度 まで増加 しているであろう。

(2)シ ステムの評価

機械翻訳 システムの評価尺度 として、翻訳精度、翻訳速度、運用の難易度、運用経費等がある。

翻訳精度については、目標値70%に 対 して82.5%と いう値 を一応得 てはい るものの、〔標題のみ〕

については誤 り率が20～40%程 度であ り、抄録文では 「人手翻訳 のための下訳 として使用可」 と

いう程度である。

翻訳速度 と精度 とは相反する ところがある。精度向上を第一の 目標 としてい るため、当初 の目

標値25,000語/min(CPUtime)に 対 して1/10程 度の達成率 に過 ぎない。従 って、設計値 は人手

翻訳 の約50%と 設定 していたが、現実にはほど遠いターンアラウンド時間 となって しまっている。

翻訳 コス トの定義 は幅広 い。 ここでは、単 に 「人手翻訳時 の翻訳経費」対 「機械翻訳時 の前 ・

後編集経費」 として比較す ると、前者 は後者の 〈4割 高〉 とい う実績が ある。 この ことは、平成

2年 度経費で算定す ると約1,300万 円の経費節減 を意味 してお り、上記 のような翻訳精度で も大い

に役だ っていることが証明 された。
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2-3英 文データベース作成の現状

(1)作 成方式 と作成件数

JICSTで 収集 している文献 の出版地 を国内外 に分類 すると、平成2年 度実績で海外文献64% 、

国内文献36%と なっている。この36%の 文献件数が約235,500件 であ り、平成2年 度の英文データ

ベース化量で もある。表3に 作成手段別の件数 を示 した。

表3に 示すように、抄録の付与率 は37.6%と 極 めて悪いのが現状 であ り、抄録付の中で占める

機i械翻 訳活用 の件数 は4.6%に 過 ぎな い。毎年2万 件 つつ付与 率 を増 やす として も、残 る60%

(14～15万 件)前 後の件数 を機械翻訳で処理 した として も、総て を抄録付 で提供す るには、あ と

6～7年 を要するということになる。機械翻訳の処理性能の飛躍 的な向上 がなければ これを短縮

することは不可能に近 いため、英文著者抄録の増加 を図ることか ら短縮 する ことを考える必要が

ある。

表3英 文デー タベース作成の現状

作成方式 件 数i% 件 数 % 件 数 %

標
題
の
み

直接入力
!82

,454 56.1% 82,454 35.OZ

人手翻訳 49,045 33.4%

64,536 27.4%

機械翻訳 15,491 10.5%

合 計 146,990 100.0% 146,990 62.4Z

標
題
+

抄
録

直接入 力 77,607 87.7Z 77,607 33.OZ

人手翻訳 506 0.6%
10,884 4.6%

機械翻訳 10,378 11.7%

合 計 88,491 100.0% 88,491 37.6%

総 合 計 235,481 235,481 100.0% 235,481 100.0%

(2)運 用体制

ここでいう運用 とは上記表3の 人手翻訳、機械翻訳に要する担 当部署 の運用のことで、直接入

力 についての ものは含 まれていない。平成2年 度の作業種類 ごとの運用体制(人/月)は 次の よう

にな っている。

1)前 ・後編集作業:4機 関(委 託先機関)

大手の翻訳会社2機 関お よび学協会等団体2機 関、合計4機 関 に委託 した。それぞれの機

関 内での作業人員 は明確ではないが、3～4人/機 関程度 と推定 される。

2)前 ・後編集Display校 正作業:3人(派 遣社員)
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機械 翻訳本 体部 が稼動 して い るHITACM-280H(14mips)に 接続 されて い る3台 の

work-station2050/32で 作業 を行 っている。端末機 は所内に設置 されているが、電話 回線 さ

え用意すれば全 国 どこでで も作業す ることがで きる。作業時間帯は9:30～17:00で 平均22

日/月 の稼動で、前 ・後編集込 みの実作業時間は[標 題のみ]で 約3分/件 、[標 題+抄 録文]

で約15～20分/件 である。

3)納 品管理 ・品質管理:2人

前 ・後編集作業委託先、端末機作業者 とのデータの受 け渡 し、特 に、後編集作業結果の品

質チ ェック、不良品の返品、 ローテーション管理等 を行 ってい る。

4)計 算機 システムの管理:1人

ソフ トの維持 ・拡充、運用時の障害対策等を行 っている。

5)前 ・後編集作業納品物の校閲作業:8人

主 として機械翻 訳の処理対象約26,000件 の100%校 閲 を行 ってい る。作 業 時間帯 は9:

30～17:00(月 ～金曜 日)で 、年間約16,000文/人 の作業量である。

3.今 後の課題

(1)OCRを 活用 した省 力化 と高速入力

科学技術庁 プロジェク トの 「日英科学技術文献の速報 システムに関す る研究」 の第一の 目的は、

"日 本で発生す る研究論文の抄録 を英語 に翻訳すること"で あ り
、1982年 か ら9年 の歳月 をかけ

て実運用が開始 された。 この システムに組み込 まれている翻訳アル ゴリズムや翻訳辞書 は、文学

作品や経済学、数学、天文学等、数分野の 「抄録」 を除いて処理可能であ り、前編集作業 に時間

をか けれ ば 「論文(フ ルペーパー)」 の機械翻訳 も理論的には可能 である。 しかし、 これ を実用化

する 「大量情報 の高速入力」にはOCRが 不可欠であるものの、現在市販 されてい る日本語 読み取

りのOCR性 能はあ まりに も悪 く、誤読 を修正 するために多 くの要員配置が必要 となる。高性能 の

OCR開 発 が待たれ るところである。

(2)機 械翻訳 ネ ッ トワー ク ・システムの開発 と早 急な実用化

「論文」をFAXで 受信 し、 それの機械翻訳結果 をFAXで 送信 するというサー ビス・メニ ュー

が、 ここ1～2年 以内 に実現するであろう。即 ち、「機械翻訳 サー ビス・ネッ トワーク・システム」

の実用化である。平成5年 末頃 には このネ ットワークをパ ソコン通信でアクセスし、 ユーザが入

力 した 日本語 を リアル タイムで英語に翻訳す るとい う 「道具」のプロ トタイプが完成 してい るで

あろう。

(3)翻 訳 コス ト・提供 速度/量 および英文品質の大幅改善

翻訳 コス トの点では、人手翻訳 と比較 して既に4割 程度の低下 を実現 させたが、 当面の目標 は

6割 低下 であ り、提供速度 については人手翻訳時の半減化が 目標 である。翻訳 コス トや提供速度

を大幅 に改善す るための大 きな鍵が、機械翻訳 システムか ら出力 され る英文の品質Upで ある こ
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とは当然のことであるが、 このための辞書拡充が急速 に行われた として も、 冒頭 に述べた ように、

日本語の特性や電算機処理能力の観点か ら15～20年 間程度 は急速な進展は望 めない とい うのが専

門家の見解である。 これを突破するには、民間8社 の共 同で発足 した「電子化辞書プ ロジェク ト」

や通産省の 「第五世代 コンピュータ ・プロジェク ト」 に期待する以外 に方法 はないで あろう。

機械翻訳 システムが人手翻訳 に取 って代わる位 に発達 するのは、恐 ら く22世紀 になってか らで

あろうから、それ まではシステムをいか に上手 に使 いこなすか とい うことになる。 その意味 で、

年間23万 件の 日本情報(抄 録)を 低 コス トで英文 データベー ス化する手段 はできたが、それ と並

行 して要求 されるであろう日本語論文の英訳化の手段 も、高性能な 日本語読 み取 りOCRが 開発

さえすれば用意 された ことになる。 そうすれば後は これ を上手に運用する ことを工夫す るだけで

あるか ら、「機械翻訳 システムを活用 した英文データベース作成」の展望は比較的明るい と言 えよ

う。
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第2章 富士通の機械翻訳システムの開発 と現状

1.経 緯

当社 は某 日機械翻訳 システムATLAS-1を1984年 に、日英機械 翻訳 システムATLASIIを

1985年 に汎用大型 コンピュータのMシ リーズ上で出荷 しました。現在 はWS版 のATLAS-Gも

出荷 してお ります。

これ までの当社の機械翻訳の製品お よび研究活動の主な ものは表1の ようにな ってい ます。

表1当 社の機械翻訳 システムの一覧表

システムま た はカ ジェクト 翻訳方式 対象言語 対象文書 時期

ATLAS-1 構文解析+意 味 英日 技術文書 1984年 ～

製
品 ATLAsn 日英 技術文書 1985年 ～

意 味 トランスファ 特 に,マ ニュアル

ATLAS-G(WS版) 日英 1989年 ～

共 日韓機械翻訳プロ 1983年 ～

同 ジェク}(韓 国科学 ATLAS-1方 式 日韓 技術文書 1986年

研 技術院)
究
開 日独機械翻訳プロ
発 ジェク}(Stuttgart ATLAS皿 方式 日独 技術文書 1983年 ～

大学)

日本語⇒英語
仏語 子供文

展 EXPO'85 独語
一

不 多言語翻訳研究 ATLAS五 方式

例 の展示 英語⇒ 日本語
仏語 世 界 の 二・一ス文

独語

2.利 用 の 現 状

機械翻訳 システムの利用 目的 にはいろい ろな考 え方があ りますが、読み方の種類 を参考 に分類

する と以下の ようにまとめ られ ます。

①原稿作成:機 械翻訳結果は一次翻訳 として利用 します。

後編集、 ブラシュア ップ作業が必要 になります。

② スキ ミング:翻 訳結果 を読んで大意 をつかむために使用 します。

多少、訳がおか し くて もか まい ません。
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③読解支緩:機 械翻訳の結果 を参考 にして読 むために使用 します。

辞書引 きの機能 も含 みます。

④スキャニング:大 量の文書か ら自分の欲 しい情報を探すために使用 します。

日本人が使 う場合 には、対象文書 にもよりますが、 日英の場合 は①が、其 日の場合 は②～④の

目的で使用す る場合が多い と思われます。 どの場合で も、機械翻訳 システムは翻訳を支緩 する道

具 として割 り切 って利用す る必要があ ります。

現在の機械翻訳システム を実用的に使 うための注意事項 を日英翻訳の場合 を例 として以下 に説

明 します。

①対象文書の選定

工業製品のマニ ュアルな ど明解な文章を書 く必要がある ものを選定 します。

そのためには、 マニ ュアルの執筆基準の検討 も必要です。

システムのサポー トとしては文体 による文法選択機能(添 付資料1)が あ ります。

②対象文書の辞書の作成

対象文書に依存 した辞書 を作成 します。

そのためには、用語の統一を図 ることも必要です。

辞書エディタの他 に多義語学習機能(添 付資料2)な どのサポー ト機能があ ります。

現在 はまだ、ユーザに上述 のような準備作業があるため、全ての対象文書 にたい して導入 して

す ぐに効果を上 げるまでに至っていません。今後、文法の整備や各種チ ューニ ング機能の充実 に

よ り、 より容易 に効果が上がるようにで きると考えてい ます。
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3.今 後の機械翻訳 システム

3-1対 象言語 と対象文書

当社 では、 これまで対象言語 は日英、英 日であ り、対象文書は製品のマニュアルを中心 とした

技術文書で した。今後 は、以下 のように、文法 ・辞書の整備お よびユーザチ ューニング機能の充

実、専用文法や専用辞書 の整備 によ り、対象言語 と対象文書の拡大 を実現 してい きます。

図1対 象言語、対象文書の拡が り

・ ↑

フランス語

スペイン語

中国語

ドイツ語

幹国語

英語

既存文法
の改良

十チューニング機構

+専 用文法 ・辞書の開発

操作手 引書
な どのマニュア

仕様書 論文などの
一般技術文

抄録文

一ル

● ● ● ■ ● ● ● ■

新聞 特許文 雑誌文 会話文

+文 例データベースとの 連 携 ビジネスレター 契約書 ● ● ● ● ● ● ■ ● ■

3--2利 用 形 態

対象 とする文書や利用者 な どによって様々な形態で利用で きるシステムが求め られています。

その中か ら、今後の機械翻訳 システムの利用形態 として、現在、以下の システム を作成 し、実験

してい ます。

①オ ンラインDB翻 訳

英語 を母国語 とす る人 たちのための 日本語DBの スキャンニ ング ・ツール として、以下 の よう

な実験 システムを作成 して評価 してい ます。
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[日本]

図2オ ンラインDB翻 訳

WS[海 外]

英語KW
⇔

DBイ ンターフェース

情報
検索

日本語KW
⇔
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日本語表題
日本語抄録

(
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ノ

令
英

、

、

ノ

倉

日 日

↓
/

、

、

英

u
/

:〕
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日英
翻訳

KW
変換

⇒
英語表題
英語抄録

②電子メール翻訳

電子 メールを機械翻訳セ ンター に発信す ると、機械翻訳 センターが自動的に翻訳 し、発信先 に

返信す るとい う利用形態 を実験 しています。手軽 に翻訳 システムが利用で きる とい う点 に大 きな

利点があ ります。

図3電 子 メール翻訳

WS
[日本]

日本語 メール メール自動受信
⇒ ・ 《⇒ 電

子
メ
1
ル

翻
訳

日本 語メール

日英
翻訳

〉

パソコン通 信

センター

∈
〔
/＼ 中

英語メール

英語メール

[海外]⇒

英 語 メール

英 語 メール⇔

メール自動発信 薬 日

翻訳
〈
)

〉

く

〔 ・・≧/
日本 語メール

⑭
/<躰 語用レ

4.日 本語データベースの翻訳における日英機械翻訳の課題

当社 で は1988年11月 にCOMDEXで オ ンラ イ ンDB翻 訳 の デモ ン ス トレ ー シ ョン を実施 し、

1989年8月 にはIFIPの 国際会 議 で もデ モ ンス トレー シ ョン を実 施 して きま した。 これ らの経 験

か ら、 日本 語DBの 文 書 を対 象 に した場 合 、 現在 の 日英機 械 翻訳 につ い て、 その課題 を述 べ ます。

4-1対 象 文書

日本語DBを 文章の種類 によ り分類 しその特徴 を調べてみ ました。 また、現在 の機械翻訳の レ

ベルか らみた場合の翻訳可能性(ス キャンニングの観点か らの もの)に ついても評価 してみ まし

た。 その結果は表2の ようにな りました。
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表2日 本語DBの 機械翻訳の可能性

日本語DB 日本語文 としての特徴
機械翻訳の可能性

対策
タイトル 内容

新聞記事 省 略,並 立が多い. ○ ○ パターンが存在するので
ある程度専用文法で
対応可能

雑誌記事 口語表現,会 話文が多い. ○ × 口語表現,会 話文の

対応の検討必要

論文抄録 複雑な修飾関係や並立が多い ○ △ 係り受けと並立の認
識の性能向上必要

人物情報 主語省略,連 用 中止,単 語デー

タが多 い.

　 ○ 特有の表現があるの
で専用文法で対応

企業情報 ほとん どが企業名,住 所,役

員名であ る,

一 ○ 単語登録が中心にな
る.

○:可 能性 あ り,△:時 間がかか る.×:す ぐには難 しい.

これらのことか ら考 える と機械翻訳の対象 としては、新聞記事が良いのではないか と考 えられ

ます。 しかし、新聞記事 も各社 で特徴があるのでその点の考慮 を十分する必要があ ります。人物

情報、企業情報 な どは、更新頻度や一度翻訳すればあ まり変更がない点か らリアル タイムの機械

翻訳 よりサー ビス前 に一括翻訳する時 に機械翻訳を利用す るのが良い と思われます。

4-2辞 書

上述の日本語DBを 辞書の作成の観点から述べる と、以下の ような問題点があ ります。

①論文抄録 を除 き人名、地名、企業名、製品名 などの固有名詞 を中心 とした用語の辞書 の作成

およびメンテナ ンスが大 きい問題 とな ります。人名、地名は数の問題 が大 きいが、企業名 と製品

名 は新語の確率が高 く、 しか も、訳語の決定が困難 なものが多 くあ ります。

②論文抄録は進歩の激 しい分野の新語の登録が必要です。

③辞書の分野毎 の管理 だけでな く、時間での管理 も必要 とな ります。

4-3機 械翻訳 の適用推進のために

今後、機械翻訳 システムは、 その能力を徐々に向上 してい き適用範囲が広がってい きます。 し

かし、 よ りスムーズに機械翻訳 システムの日本語 データベースの翻訳への適用 を推進 するために

は、データベース作成者や国の機関、機械翻訳メーカー、出版社 などの間で以下 のような協力が

必要 とな ります。

① 日本語 のデータベースの作成時の 日本語文の作成方法を統一する。

②共同の機関で固有名 詞 を中心 とした辞書情報の開発、維持 を実施す る。
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【資料添付1】

一英 文 の スタイルを選 択 でき るオプション

・選択 項 目 はメ ーカ が 提 供

・翻訳文書 に合わせてユ ーザ が項 目選択

文法選択

2.主 語 のな い義務 表現 の訳
「～する必要V6るJ

「～6cjれぱならない」

3.依 頼 表現 の駅
「～ して下さい」

4.継続,進 行 形 の訳
「～ しτCIる」

'5 .理 由を表 す 切の位 置/訳

「～ので… 」

口 受動 形

口 命 令形

口mustbe～ed

口 命令 形

口Please十 命令 形

口 命 令形

口現 在 形/進 行 形

口常 に現在 形

口Since～,・ 今・

[コ●・・because～

例文:部 品を取 りはずす。

c

↓

Thepartsareremoved.

↓

Removetheparts.

【資料添付2】

一多義語 の訳 し分 けがで きるオプション

・機構 はメーカが提供

・ユーザが知識を入力

,[鉋訳語選択
.

.学習機能,

〈訳語選択例〉

↓
支援1・ …1 , PAGEl

薗ハンドルを切る,

　

騰hesteeFing‖heel,

賊難蜘
切る'ハ ンドル…

ならば

…

■彼は曲がり角で)・ンー

ドルを突糊 った,一 一

Hesudle凪ly鍾{he

S{reeinwleelattle

corne『,

人述語と他の語との意味関係を学習,

訳語一覧
↓

■翰鋪

口tumoff
口shufrle

■実行口取消

P乱6E1 '

■ハ CutthesteeringHheeL' ∪

意願係規則

⊂…)
`L

糊i眼1(曲・・り角・) (彼は)』

↓ 繊 ＼

過去`

＼ /
嚇 主

PAGE1

■ハンドルを切る, 騨thesteelingwheel,

回 様冨(⊇

べ

1

ノ
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第3章 シャープの機械翻訳 システムの開発 と現状

1.は じめ に

経 済、文化、政治、技術な どのあ らゆる分野で著 しくグロバ リゼー ションが進展 し、 コミュニ

ケーシ ョンを促進す るための機械翻訳 に対する期待が高まって来 ている。一方、人工知能 あるい

は自然言語処理の研究者 ・開発者 は、研究開発成果の具体化 として、 また、企業 はワープロに続

く大 きな ビジネス商品 として機械翻訳 システムに対する期待 を寄せている。今、使 う、作 る、提

供す る側 か らの要望が一致 し、機械翻訳 システムの実用化の機が熟 して来ている。

このような背景 を受 け、最近、機械翻訳の開発 ・商品化が活発 になっている。今 までは、使 い

こなすのが難 しい との認識が一般的であ ったが、機械翻訳の処理技術、WSの 進展、メーカのユ

ーザサポー トの向上等 により、 ここ2～3年 で機械翻訳に対する認識 に大 きな変化が現れて来 て

いる。すなわち、機械翻訳の活用事例 の発表が多 くなるにつれ、使 い方を工夫 すれば 「機械翻訳

が使 い ものになる」 という認識 が定着 して来 た[翻 訳1991]。

ここでは、実用段階に入 った機械翻訳 システムについて、当社 の其 日機械翻訳 システムDUE

T-E/J-II[鈴 木1991]を 中心 に、開発の経緯、特徴、仕組 み、効果的 な利用法 を概説す

ると共 に、今後の課題 について述べ る。

2.開 発 の状 況

2-1開 発の経緯

シ ャープで は、 自然言語処理 システムの集大成 として機械翻訳 システムの開発 に取 り組 んで

来た。 シャープにおける自然言語処理応用 システムの開発 は日本語 ワープロに始 まる。国産初 の

かな漢字変換方式のワー ドプロセ ッサの試作機 を昭和52年 春の ビジネスシ ョウで出展 している。

商品化 の時期 はライバルメーカーに先 を越 されたが、順調な立 ち上が りをみせた。現在のパ ーソ

ナル ワープロの先駆 けとなる、小型 ワープロの開発が一段落 した1983年 に、機械翻訳 システムの

開発 に着手 した。 日本語 ワープロが形態素解析 を中心にしていたのに比べ、機械翻訳 システムで

は構文解析、意味解析、生成技術 など新たな技術課題 を克服 しな けれ ばな らなかった。なお、 シ

ャープで は1979年 にパ ーソナル電訳機 を商品化 しているが、 これ は、辞書 的な機能が主であ り、

現在 開発 ・商品化 している機械翻訳 システムとは別の系統の もので ある。

1984年 には単語辞書1500語 の機能モデルが完成 し、簡単な英文 を入力する と訳語が でるところ

まで進 める事ができた。 その後 は、単語項 目の増加 と、内容 の充実 を図 った。1985年 には、単語

数20,000語 で一通 りの翻訳機能 を有 した0次 試作機が完成 した。翌年には、単語数50,000語 の1

次試作機が完成 した。当初の目標である単語数60,000語 の2次 試作機が完成 したのは1987年 の事
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である。並行 して、内部評価、外部評価を続 け、開発着手か ら5年 を経過 した1988年DUET-

E/Jの 発売に踏み切 った。 この時には、4種 類の専門用語辞書 と、OCR入 力機 を標準装備 し

ている。その後、ユーザの要望 を反映 し、半年に1回 の割合 でバージ ョンアップを繰 り返 した。

それ まで、ハー ドウェアは汎用のオフィス用WSを 用 いていたが、機械翻訳専用WSに し、単語

数 を66,000語 に、専門用語辞書 を6分 野に増や して発売 したのがDUET-E/J-IIで あ り、

1990年2月 の事である。

2-2開 発 の コンセ プ ト

当社が開発 を始める ころに機械翻訳の開発 を行 っていたのは大手 のコンピュータメーカーや大

学、研究所であ り、ほ とん ど大型 のコンピュータを利用 していた。 当社が開発に際 して掲げた究

極の機械翻訳 システムの コンセプ トは誰で もが使 えるパ ー ソナル翻訳機である。 当時 の技術 レベ

ルや需要を考慮 し、そのステ ップ として以下の目標 を掲 げた。

(1)オ フィスで手軽につか える小型 ワークステーションによるシステム

(2)英 語がある程度分か る人 に使 えるシステム

(3)使 うほどに使い易 くな る(翻 訳が良 くなる)シ ステム

(4)1つ の事業所/部 門 レベルで購入できるシステム

(5)入 力か ら翻訳 までの操作が簡単 なシステム

(6)ビ ジネスで使 う英語文献全般 に使 えるシステム

(7)他 のパ ソコン/ワ ープロな どとの接続が可能でシステムアップができるシステム

2-3言 語の選択

現在、日英、薬 日双方向翻訳 や多言語間翻訳が一部で出て

来ている。開発 を始めるに当た り日英から進めるべ きか英 日

か ら進めるべ きか は大 きな問題 であった。市場調査 を行 った

結果、需要的 には英 日、 日英 ともほぼ同じ位であ り、要望的

には日英翻訳への期待が大 きかった。英 日翻訳 の場合は、粗

訳 で も概略を把握で きるが、 日英翻訳の場合は 日本語の解析、

出力の評価が難 しいなど、使 われ方や技術的な難易度 を考慮

して、英 日機械翻訳 システムの開発 か ら進 めた。 日本電子工

振興協会の調査 によれば 翻 訳量 は第1表 の ようにな って い

る。

翻訳言語 割合

日本語 →英語 47.0%

英語 → 日本語 42.8%

仏語 → 日本語 1.5%

独語 → 日本語 1.3%

日本語 →露語 1.2%

日本語 →中国語 1.0%

(日本電子工業振興協会)

第1表 翻訳量の調査
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3.DUETE/J-llの 仕 様 と特 徴

3--1主 な 仕 様

DUET-E/J-IIの 主 な仕様 を第2表 に示 す。 開発 の コ ンセ プ トに基 づ いてWSを 用 い た

システ ム を実 現 してい る。 また、 ネ ッ トワー クでの利 用 や移植 性 を考 慮 して、OSに はUNIX

を利 用 して い る。OCRを 標 準装 備 し、入 力 の簡 便 性 も実現 して い る。

第2表DUET-E/J-Hの 主な仕様

項 目 仕 様

辞書 基本辞書 約66,000語(英 語見出 し)

分野指定可能(情 報処理、電子、機械、経済、化学、時事)

ユーザ辞書 最大約40,000語/辞 書

学習辞書 利用可能

専門用語辞書

(打ション)

最大約40,000語/分 野(情 報処理 、電子、機械、

経済、科学、化学)

翻訳速度 約12,000語/時 間

英文の長さ 最大70語 、500文 字(ス ペー ス含む)/1文

翻 訳 モ ー ド 対話型が ッチ翻訳、標準/大 文字 、である調/で す ます調

ユーザ辞書登録可能品詞動詞、形容詞、副詞、名詞、前 置詞 、限定詞 、接続詞

本体 CPU 68030

フロッピーデ枢 ク 3.5"(1.44MB)

ハ・・ドディスク 80MB

OCR フ ォ ン ト 117種 類

文字サイズ 6ポ イ ン ト～28ポ イ ン ト(2mm～10mm)

解像度 300DPI

認識率 99.8%(レ ター ク オ リ テ ィ レベ ル)

適用OS OA/UX－ 皿

3-2DUET-E/J-Hの 主 な 特 徴

DUET-E/Jの 市場 の反響 を基 に改良 を加 えたDUET-E/J-IIに は以下の ような特

徴がある。

(1)使 いやすい翻訳専用 システム

(2)英 文入力か ら翻訳文の印刷 まで トータルに翻訳業務 をサポー ト

(3)OCRの 大幅 な精度の改善 と認識候補機能の実現
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(4)言 語処理 構文解析の改良に よる翻訳精度の大幅な改善

(5)1時 間当た り、約12,000語 の高速翻訳の実現

(6)辞 書の充実 と辞書機能 の充実

上の特徴 を持つ機械翻訳システムを どの ように実現 したかについて以下 に述べる。

4.処 理 系

4-1翻 訳の方式

機械翻訳の方式 には、入力言語 を出力言語 にどの ように翻訳す るかによって、直接方式、 トラ

ンスファ方式、中間言語方式の3種 類が存在す る。直接方式は、辞書な どを利用 して、入力言語

の語、句、文 を直接出力言語 に変換す る方式の ことである。上 で述べたパ ーソナル電訳機 は直接

方式の代表的な商品で、メモ リを消費せず、小型 システムを実現で きる点、 また高精度の翻訳が

可能な点に特徴 がある。一方、融通性 に難点があ り、登録 された語句、文 だけしか翻訳 が不可能

である。

トランスファ方式は、入力言語を解析 し中間言語 を得 るステ ップ、解析 した結果 を出力言語 の

中間表現に トランスファするステップ、その結果か ら出力言語 の訳語 を得 る3つ ステ ップか らな

る方式で、最 も一般的な翻訳方式である。解析の レベルを浅い単語のレベルか ら、深 い文脈理解

のレベル まで種々 に設定で き自由度が高い。 また、解析 の結果を無理に抽象化 しないために、 き

め細 かな翻訳が可能 なことが特徴である。

中間言語方式 は、言語に依存 しない普遍 的な概念構造 を中間言語 として設定す る方法で、多言

語間翻訳の実現 に向いている。 トランスファのステ ップがな く、 シンプルになっているが中間言

語 を どのように設定するかなど課題 は大 きい。 日本では、国家プロジェク トのCICCで アジア

近隣諸国間の翻訳 システムにこの方式が採用 されている。

DUET-E/J-IIで は、誰で も使 える、 きめ細かな翻訳 を実現するのを究極 の開発 のコン

セプ トとしているため、 トランスファ方式 を採用 してい る。 また、 トランスフ ァ方式 の中で、現

在の技術 レベルで最高の翻訳精度 を得 るため、意味 トランスファを採用 している。DUET-E/

J-IIの 処理の概略 フロー を第1図 に示す。

4-2形 態素解析

形態素処理では、語尾処理によ り入力 された英単語 を原形 に戻 した後 に辞書を検索 し、辞書 に

登録 された情報を構文解析 に引 き渡す。辞書にない言葉が入力文 に現れた場合 は、未登録語処理

によ り、以後の構文解析が可能 なように情報 を付加する。

(1)語 尾処理

入力 された英文 の各単語 について3人 称単数現在の"s"、 過去形 の"ed",比 較級の"er"

などの語尾 を取 り、原形 を作 る。 もし、複数個の原形の可能性がある場合 は、すべてを候補 とし

一24一



て残 す。

(2)辞 書検索

語尾処理で得 られたすべての形態素の候補 に対 し、辞書の検索 を行 う。上の仕様 で示 した とお

りDUET-E/J-IIで は4種 類の辞書が あるが、学習辞書、ユーザ辞書、専門用語辞書、基

本語辞書の順 に検索す る。複合語 は単語 より先 に検索 し、辞書に確定 フラグが付 いた項 目は、個々

の構成要素単語の辞書検索は行 わず、複合語 として確定する。

辞書の検索 は、翻訳処理の基本であ り、翻訳の処理速度 に大 きな影響が あるため、各辞書 には

イ ンデ ックスを設けている。特に検索頻度の高い基本辞書には2段 のインデ ックスを設 けて、高

速化 を図 っている。

(3)特 殊処 理

今 まで は、 通 常 の単 語 につ いて の処 理 につ いて述 べ た。

以下 の場 合 は、 個 別 に特 殊 な処 理 を行 って い る。

1)ハ イ フ ン合成 語(decision-supportな ど)

ハ イ フ ンで結合 された個 々 の単 語 に形態 素処 理 を行 う。

2)数 詞

数詞 の連 続 を複 合 語 と見 なす。

twohundredandeighty-six:286

3)日 付

複合 語 と見 な し、名 詞 と副 詞 の両 品 詞 を与 え る。

July1,1980:1980年7月1日/名 詞 ・副詞

4)時 間

時 間 のパ ター ンを複合 語 と見 なす。

fiveminutespasteight:8時5分

入力文(英 文)

辞書引き

形態素解析

日本語生成

構文・意

味融合

解析

出力文(日本語文

第1図 処理の概略 フロー

(4)未 知語処理

4種 類 の辞書 を備 えているが、膨大な言語現象 を網羅する ことは不可能である。辞書検 索の結

果、単語が辞書 に含 まれない場合は、未知語 として処理 し、未知語 に対 し次の情報 を付加す る。

1)接 頭辞処理

接頭辞表 に登録 された接頭辞で始 まる単語は接頭辞 を除 いた部分の文字列で辞書 を検索 し、

後 で接頭辞 の訳 と合成 して訳語を生成する。辞書引きした中心語の品詞 を割 り当てる。

2)接 尾辞処 理

接尾辞表 に登録 された接尾辞で終わ る単語 は、接尾辞 を除 いた文字列で辞書 を検索 し、後 で

接尾辞の訳 と合成 して訳語 を生成す る。表 に記載 された品詞 を割 り振 る。
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3)算 用数字処理

数名詞 また は数形容詞 として処理する。

4)記 号を含む単語の処理

名詞 として処理す る。

5)先 頭が大文字の単語の処理

固有名詞 として処理する。

4-3構 文解析

(1)パ ーザ

形態素解析 で得 られた入力文に対 する品詞列 を受 け取 って、句構造 を出力す る。パー ジングの

方式 は、ボ トムアップ ・シリアル型である。ただ し、高速化を図るために、失敗 した規則 を記憶

す るなどの トップダウンの予測機構 を組 み合わせている。

また、解析 の精度 を向上するために2パ ス方式 を採用 している。 この方式 では、文法規則や辞

書の中にマイナーな文法規則、品詞、構文型の情報がある場合は、1パ ス 目では適用せず、解析

に失敗 した時に実行 する2パ ス目で適用す るようにしている。 この ようにする ことで、可能性 の

低い解析を無視す る事な く高速解析を実現する ことがで きる。

また、動詞句、文 などの構文解析 のノー ドで随時意味解析 を行 うことので きる構文・意味解析 の

融合方式を採用 している。 この方式は、構文解析で出て来 る不要 な候補 を意味解析 によ り削除す

ることが可能であ り、構文解析 と意味解析 を逐次継続的に行 うときに比べ、翻訳精度 と処理速度

の向上 に寄与 している。

文法規則 は、文脈 自由文法 を基本 に しているが、書 き換 え規則の各項 にチ ェック関数が付加 で

きるように拡張 している。 また、規則 の増大 を押 えるためにVP/NPの ようなスラ ッシュカテ

ゴ リを使用 している。

(2)文 法

拡 張 され た文 脈 自由文 法規則 を約1,000個 利用 してい る。補強 した チ ェ ック関 数 には以下 の もの

が あ る。

1)統 語 的非 文 の排 除

辞書 に記述 され た解 析 の型、 品詞 、 形 態属 性 をチ ェ ック し、 非 文 を排 除 す る。

2)ノ ー ドへの属 性 属 性値 の付 与

例 えば、V→BE+VERB(過 去 分 詞)の 書 き換 えにお いて、Vの ノー ドに様 相 が受 身 で あ る

とい う情報 を付与 す る。

3)ヒ ュー リステ ィックに よる優 先 解 釈

例 えば、setthevaluesandchangesparametersの 解析 におい て、複 数 名 詞 の並 列句 よ り、

後 ろの並 列 要素 を動 詞 として解 釈 す る方 を優 先 す る。
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4)品 詞 の先 読 み

例 えば、～askedthemantodothejobの 解 析 において、askの ノー ドか ら後 方 に不 定詞 と

な りうる品 詞 が あ るか どうか を先読 みす る。 これ に より無駄 な解 析 を排 除 す る こ とが で きる。

(3)木 構造変換部

生成 され る構文木の数 を制限す るために、構文木 を正規化 しtree・to・treeの変換 を行 う。これ に

まり、後 に続 く意味解析 を行い易 くしてい る。木変換規則は、文脈依存文法で記述 でき、規則や

パ ター ンマ ッチの制御が行 えるように してある。

(4)格 解析

構文解析 された結果が意味的に正 しいか否か を格の照合によ りチェックす る。上で述べ た とお

り、格 に よる意味解析 と構文解析、訳語の変換 を同時に行 ってい る。格解析の処理は2つ のステ

ップに分かれてお り、第1ス テップでは、主に訳語 を絞 り込 む ことを目的に以下 の処理 を行 う。

1)文 型パ ター ンのチ ェック

2)格 要素 のチェック

a)各 種用法のチ ェック

b)表 層構造のチェック

c)意 味 カテゴリー制限のチ ェック

d)共 起語 のチ ェック

第2ス テ ップでは、最終的な訳語 を選択するために、

3)深 層格 のチ ェック

4)詳 細意味 コー ドのチェック

を行 う。格解析 に失敗 した場合は、再 び構文解析 に戻 り、他の構文候補がないか調べ る。 これ

らの格解析 によ り、各単語 の訳語、中心語 の深層格、後置語、様相 などが確定する。

4-4日 本語生成

格解析 に より決定 された訳語な どの情報 を生成テーブルに従 って生成 し、並べる ことにより、

日本語 文 を生成す る。生成テーブルには、 このための深層格 と後置語の対応情報が入 っている。

深層格 によ り、訳語の順序が決 ま り、訳語 に付加す る助詞な ども確定す る。必須格 と任意格 で以

下の ように処理が異なっている。

(1)必 須格処理

生成 テーブル を参照することによ り生成する。辞書に生成順序の指定がある場合 はこれを優i先

ずる。深 層格 を持つ中心語に様相 の格 があれば様相 の処理を行 う。通常 は生成 テーブル に基づい

て後置語 を生成す るが、辞書 の中に後置語の指定がある場合 は、辞書に記述 された後置語 を用い
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る 。

(2)任 意格処理

特殊 な格 を除いて、文頭の副詞句は訳文で も文頭 にお くな ど原文の位置 に準 じた生成 を行 って

いる。 また、副詞句、前置詞句 な どは非修飾語 との距離が原文 に近 くなるように生成 してい る
。

5.辞 書

DUET-E/J-IIで は、総見出 し約66 ,000語 の基本辞書、基本辞書の訳語 の優先順位 を入

れ換 えた学習辞書、新 しい単語 などユーザが登録す るユーザ辞書及び専門用語辞書 の4種 類 の辞

書 を備 えている。専門用語辞書 は第3表 に示す6種 類 である。

5-1基 本 語 辞 書 の 内 容

(1)見 出 し情報

以下の情報 を有 している。

1)見 出し番号

2)代 表見 出し

3)異 綴 り見 出し

4)確 定 フラグ/マ イナー フラグ 第3表 専門用語辞書

本 システムで特徴 的なものは、4)項 で、複合語見出 しがいかなる英文 中において も分解不 可

能な場合は、確定 フラグを、使用頻度の低い品詞にはマイナー フラグを与 えている。 これ によ り、

無駄な解析や可能性の低 い解析 を低減 した り、後 回 しにする ことにより、翻訳精度 の向上や速度

の向上 を図 っている。

専門分野 語数

情報処理 22,000語

電子工学 13,457語

機械工学 18,097語

経済 30,739語

化学工学 15,545語

科学一般 26,789語

(2)文 法情報

以下の情報がある。

1)品 詞番号

品詞番号に より複数の品詞 を持つ、多品詞語の優先度 を決 めている。

2)品 詞名

31種 類 に大分類 している。

3)形 態素情報

語尾変化形 形態的属性(人 称、数、時制 な ど)な どの情報。

4)品 詞サブカテゴ リ

品詞個別の細分類情報。

5)解 析の型

各単語の持 つ構文パ ター ン。品詞毎に必須格 をパ ター ン化 している。
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(3)訳 語 情報

以下の情報が付加 されてい る。

1)訳 語番号

2)訳 語及び訳語の品詞

訳語 とその品詞、活用型の情報。

3)意 味属性

大局的 な意味 を把握す るための約30種 類の意味カテゴリー と、詳細 な意味 を決定するた

めの約1000種 類 の意味 コー ドがある。

4)訳 語文法情報

a)用 法情報

訳語 を選択するた めの文法的条件、 日本語生成のための条件 など。

b)格 パター ン情報

構文型のそれぞれ に割 り当て られた必須格 に対す る条件であ り、以下 よりな る。

イ)必 須格の表層格名(主 語、名詞句、前置詞句な ど)

ロ)深 層格名(動 作主、相手、道具など)

ハ)生 成型(後 置語、語順 な どをパター ン化)

二)そ の他の生成条件

5)格 パ ター ン意味情報

必須格 に対する制約条件(意 味カテゴ リー、意味コー ド)。

5-2そ の他 の辞書

ユーザに上記の情報 を解放 して も、混乱 を招 くため、一部の情報 を制 限 している。 また、専門

用語 は使われ方が限定 しているので情報 を制限 している。

6.翻 訳支援機能

4～5年 前 に機械翻訳 システムが実用化 された ころには、 自動翻訳 システム という呼び方がは

やっていた。 この言葉 の奥 には機械 か ら出力される訳語が人間の翻訳家 と同 レベルの ものが期待

されていた。市場 に出回る機械翻訳 システムの数が増加す るに従 って、機械翻訳 システムを翻訳

支援 システム と位置付 ける考 え方が主流 になって来 た。特 に、機械翻訳 を使い こなしてい るユー

ザでは目的がはっきりしている ことに加 え、機械でできる ことを認識 し、機械翻訳 を支援 システ

ム として使い こなしている姿勢が伺 える。翻訳支援機能は、現在の機械翻訳 の限界 を打破す るた

めに、人間 とシステムが協調 して翻訳 の作業を行 うための機能である。翻訳の辞書、処理プログ

ラム と共 に翻訳 の効率 を決定す る重要 な役割 を担 っている。 ここでは、現在の翻訳 の精度 と支援

機能 による改良の度合 を見 るた めに具体例 を挙 げて、支援機能 について述べ る。翻訳支援機能 に
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はプ リエ デ ィ ッ ト、 ポ ス トエ デ ィ ッ トの2種 類 が あ り、DUET-E/J-IIで は それ ぞれ9種

類 、4種 類 の機 能 を提 供 して い る。 プ リエ デ ィ ッ トで は語、 句、文 な どの レベ ル で の多義 性 の解

消 が主 な 目的 に なって い る。 ∪ が エ デ ィ ッ ト後 の結果 を示 す。

6-1プ リエ デ ィ ッ ト機能

(1)品 詞 指 定

Pleasenotethatyourinstitution'sdues◇ あ な た の 制 度 の 料 金 が 今 基 づ く 覚 書

arenowbasedonthisenrollmentandtheを 喜 ば せ るHこ の 登 録 、及 び 、委 員 会

educationalandgeneralbudgedasapprovedに よ っ て そ の1990年8月 会 合 で 認 め

bythecomitteeatitsAugust1990皿eeting.ら れ た 教 育 の 、そ し て 、一 般 的 な 予 算

u

Pleasev _notethatyourinstitution'sど う ぞ,委 員 会 に よ っ て そ の1990年8

duesarenowbasedonthisenrollment月 会 合 で 認 め ら れ た よ う に 、あ な た の

andtheeducationalandgeneralbudged制 度 の 料 金 が こ の 登 録 、及 び 、教 育 の 、

asapprovedbythecomitteeatitsAugustそ し て 、一 般 的 な 予 算 に 今 基 づ く こ と

1990meeting.に 注 意 し て く だ さ い 。

(2)文 型 指 定

Theyofferpatientssharpervision. それ らは、患者の更 に鋭 い視覚を提供

する。

8

Theyv4 _offerpatientssharpervision.そ れ ら は 、更 に 鋭 い 視 覚 を 患 者 に 提 供

す る 。

(3)フ レ ー ズ 指 定<<〉>

Mr.S田ithsaidhewasnotdirectly

associatedwiththeAMreceiver

designteamatthecompanyandcouldnot

addtothecontentoftheletters.

8

Mr.Smithsaid<<hewasnotdirectly

associatedwiththeAMreceiverdesign

teamatthecompanyandcouldnotadd

tothecontentoftheletters.

Srnith氏 は 、彼 が 会 社 に あ るAMレ シ ー バ

設 計 チ ー ム と 直 接 関 係 し て い な か った

、と 言 い 、そ して 、レ タ ー の 内 容 を 増 や

さ な い で あ ろ う。

Smith氏 は 、彼 が 会 社 に あ るAMレ シ ー バ

設 計 チ ー ム と直 接 関 係 して い ず 、そ し

て 、レ タ ー の 内 容 を 増 や さ な い で あ ろ

う、と言 っ た 。
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(4)無 翻 訳 指 定{{}}

PeterSmithrecongnizedthisfactwith

regardtoorganizationswhenhe

developedtheconceptofmanagementby

objectives.

s

PeterSmith}}recongnizedthisfact

withregardtoorganizationswhenhe

developedtheconceptofmanagementby

objectives.

◇尽 きる川彼が目的に よる管理の概念

を開発 したとき、Smithは 、組織に関 し

て この事実を認識 した。

彼が 目的による管理 の概念を開発 し

たとき、PeterSmithは 、組織 に関 して

この事実を認識 した。

(5)分 割 翻 訳 指 定//

Turnthenutclockwisetoincreasetheス プ リ ン グ カ を 増 大 す る 、あ る い は 、

springforceorturnitcounter-clockwiseリ リ ー ス カ を 減 少 す る た め に 、左 回 り

todecreasethereleaseforce.の 状 態 に 変 え る た め に 、ナ ッ トを 右 回

り の 状 態 に 変 え な さ い 。

u

V3Turn'thenutclockwisetoincreasetheス プ リ ン グ カ を 増 大 す る た め に ナ ッ

、p,i。gf。,ce〃 。・V3-turnit・ ・unter－ ト を 右 回 卯 回 すHあ る い は ・リ リ ー

clockwisetodecreasethereleaseforce.ス カ を 減 少 す る た め に 、そ れ を 左 回 り

に 回 す 。

(6)挿 入 指 定()

Remarkableindividualconsumerspending注 目 す べ き 個 々 の 消 費 者 支 出 、増 加 し

andincreasinginvestmentonfacilitiesて い る 投 資 、及 び 、プ ラ イ ベ ー ト な セ

andequipmentbytheprivatesector,ク タ ー に よ る 設 備 、及 び 、設 備 上 の 、特

particularlythemanufacturingindustry,に 製 造 業 は 、好 意 的 な マ ー ケ ッ ト推 移

helpedmakeafavorablemarkettransition.を 行 う の を 助 け た 。

3

Remarkableindividualconsumerspending注 目 す べ き 個 々 の 消 費 者 支 出 、 及 び

and<<increasinginvestmentonfacilities、 プ ラ イ ベ ー トな セ ク タ ー(特 に 製 造

andequipmentbytheprivatesector,業)に よ る 設 備 、 及 び 、 設 備 上 の 増 加

(particularlythemanufacturingindustry)>>,し て い る 投 資 は 、 好 意 的 な マ ー ケ ッ

helpedmakeafavorablernarkettransition.ト 推 移 を 行 う の を 助 け た 。'
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(7)削 除指定(O)

Theweightofthecollectiveevidenceis◇ 集 合 的 証 拠 の ウ ェ イ トは
、範 囲 を 決

usedtodeterminetheextenttowhich定 す る た め に 使 わ れ るllあ な た が 缶

youcanattributespecifiedpathologica1詰 に す る も の に 属 性 は 、病 理 学 的 効 果

effectstoasubstance.を 物 質 に 指 定 し た 。

8

Theweightofthecollectiveevidenceis集 合 的 証 拠 の ウ エ イ ト は
、範 囲(あ な

usedtodeterminetheextent(((towhich))た は 、指 定 さ れ た 病 理 学 的 効 果 が 物 質

youCanattributespecifiedpathologica1に 起 因 す る と 考 え 得 る)を 決 定 す る た

effectstoasubstance).め に 使 わ れ る 。

＼

(8)部 分 翻 訳 指 定[[]]

Whiletradersandeconomistsagreedthat◇ 貿 易 業 者 、及 び 、エ コ ノ ミス トが5月

theMayproducerpriceindexfigures,生 産 者 物 価 指 数 が 計 算 す る そ れ を 認

releasedyesterday,1eaveroomfortheめ た 、と同 時 にH利 率 を 押 し下 げ る た

Fedtopushdowninterestrates,thedataめ に 、昨 日 の 許 可 連 邦 政 府 の 余 地 を 解

weren'tcompellingenoughthattheFed

wouldbeforcedtoease.

6

[[曹hiletradersandeconomistsagreed

放 し た 日連 邦 政 府 が 弱 ま る よ うに 強

い られ る で あ ろ う程 、デ ー タは 、

compellingし て い な か っ た 。

貿 易 業 者 、及 び 、エ コ ノ ミス トが 利 率

thatthe凹ayproducerpriceindexfigures,を 押 し 下 げ る た め に5月 生 産 者 物 価 指

(releasedyesterday),1eaveroomforthe数 数 字(昨 日 リ リ ー ス さ れ る)が 連 邦

Fedtopushdowninterestrates,thedata政 府 の 余 地 を 残 す と い う こ と に 同 意

weren'tcompellingenoughthattheFedし た 、と 同 時 に 連 邦 政 府 が 弱 ま る よ う

wouldbeforcedtoease.に 強 い ら れ る で あ ろ う 程 、デ ー タ は 、

compellingし て い な か っ た 。

(9)リ ライ ト

AhighlevelapPlicationpackagethat

offersthecapabilitytoperformdata

reductionanddatacompressionofsystem

variableswithrespecttotime,andstore

theresultingdataonabulkstorage

deviceunderthecontrolofarelationa1

◇ 時 間 に 関 し て の シ ス テ ム変 数 の デ

ー タ減 少
、及 び 、デ ー タ圧 縮 を 行 う能

力 を 提 供 す る 高 水 準 の ア プ リケ ー シ

ョ ンパ ッ ケ ー ジ、及 び 、ス トア 川関 係

が あ る デ ー タ ベ ー ス マ ネ ー ジ ャ ー の

コ ン ト ロ ー ル の 下 の 容 積 貯 蔵 デ バ イ
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databesemanager.ス 上 の 生 じ て い る デ ー タ

↓

Ahighlevelapplicationpackagethat時 間 に 関 し て の シ ス テ ム 変 数 の デ ー

offersthecapabilitytoperformdataタ 減 少 、及 び 、デ ー タ の 圧 縮 を 行 い 、

reductionanddatacompressionofsystemそ し て 、関 係 が あ る デ ー タ ベ ー ス マ ネ

variableswithrespecttotime,andto－ ジ ャ ー の コ ン ト ロ ー ル の 下 の 容 積

storetheresultingdataonabulkstorage貯 蔵 デ バ イ ス 上 の 生 じ て い る デ ー タ

deviceunderthecontrolofarelationa1蓄 え る 能 力 を 提 供 す る 高 水 準 の ア ブ

databesemanager.リ ケ ー シ ョ ン パ ッ ケ ー ジ

6-2ポ ス トエ デ ィ ッ ト機 能

翻訳後 の内容 の確認、修正 のために以下 のポス トエディッ ト機能 を設 けている。

(1)訳 語表示選択

(2)次 候補 呼び出 し

(3)日 本語編集機能

7.販 売 ・教 育

7-1販 売

機械翻訳 システムは現在技術的 に も市場的にも成長期にあ り、 ユーザ、開発者、販売者が協力

してよ り良いシステムの使 い方を工夫 して行 く時期 にある。 この ような時期 には、販売 とともに

ユーザの声をシステムに素早 く反映す ることが不可欠で、DUET-E/J-IIで は以下の対応

をしている。

(1)定 期的なソフ トウェアのメ ンテナ ンス

6～8カ 月 に1回 のバージ ョンアップ。

(2)専 門用語の充実:当 社独 自あるいはユーザ との共同開発

(3)専 用サービス部門の設置

DUETプ ラザ と呼 ぶ機械翻訳専用のサー ビス部門を設け、 トライアル翻訳、機械翻訳のた

めの教育、各種 の問い合 わせに応 じている。

7-2教 育

現在の機械翻訳 システムは人間 とシステムが協調 して翻訳 を行 うことに よ り、翻訳作業の効率

を上 げることができる ものである。従 って機械翻訳 を使い こなす人 を育 て るための教育が必要で

ある。 当社で はDUETプ ラザが この役割 を担 っている。初級、中級、上級 に分 けて教育の コー

スが設 けられてお り、例 えば、中級 コースでは次の ような内容が教 えられている。
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(1)他 品 詞 語 の 区 別 方 法

～ing

vg _Thesearevg_runningcars.

vd_Thesearevd_runningcars.

a _Thesearea_runningcars.

n _Thesearen_runningcars.

TO不 定 詞

これ らは、自動車 を走 らせている。

これ らは、自動車 を走 らせ ることであ る。

これ らは、走 っている自動車 である。

これらは、運転 自動車であ る。

Ihavenomoneytn _togotoAmerica.tn

私 は 、ア メ リカ に 行 く た め に 、金 を 持 た な い 。

→ 私 は 、ア メ リカ に行 く た め の 金 を 持 っ て い な い 。

tv _Taketimetv_toeatyourmeals.

あ な た の 食 事 を 食 べ る 時 間 を 要 しな さ い。

→ あ な た の 食 事 を 食 べ る た め に 、時 間 を 取 り な さ い 。

慣用句

mc

ms

mi

Hishouseismc _aslargeasyours.

ms _ltisnousesayingthatnow。

miIsee.

(2)分 割の 方法

名 詞句(名 詞節)//文 、文//名 詞句(名 詞 節)な ど

Thateveningwecamehomeat60'clock.◇ 我 々が 帰宅 した その夜116時

9

Thatevening川wecamehomeat60'clock.そ の夜 川 我 々 は、6時 に帰 宅 した。

(3)ユ ーザ辞書の登録方法、使用方法

9個 の登録品詞 型の指定方法、4種 類の 自動詞、17種 類の他動詞、5種 類の形容詞、4種 類

の名詞の区別、使用方法 な ど。例 えば、infuriatedの 場合、型は形容詞+to不 定詞で、訳語 は[用

1:て]激 怒するのように登録 する。
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8.活 用状 況

8-1ユ ーザ ア ンケ ー ト調 査

DUET-E/J及 びDUET-E/J-IIの ユ ーザ に1990年6月 に行 った利 用状況 に関 す る

ア ンケ ー ト調査 の結 果 を第4表 に示 す。

1)業 種別構成2)利 用部門別構成比3)利 用文書別構成比

業種名 構成比

製造 32.4%

商業 ・流通 11.4%

ソフトウェ7ハ ウス 9.7%

官公庁 ・学校 8.1%

運輸 ・通信 5.9%

翻訳業 5.9%

不動産 5.4%

金融 4.3%

その他 16.9%

合計 100.0%

利用部門名構成比

技術 22.7%

企画 16.2%

外国 7.6%

製造 5.9%

翻訳 5.4%

社長室 5.4%

営業 3.8%

その他 33.0%

合計 100.0%

利用文書種類構成比

マ ニ ュ ア ル 21.0%

技術文献 18.3%

雑誌 11.4%

海 外 レ タ ー 11.0駕

海 外 レ ポ ー ト 10.0%

カ タ ロ グ 8.2%

その他 20.1%

合計 100.0%

第4表DUET-E/Jの 利用状況(回 答185社)

8-2有 効活用事例

上記ユーザの中で、機械翻訳 を有効 に活用 しているユーザの事例 を紹介 し、 それ らの共通点 を

整理する。

(1)翻 訳会社

1)導 入の きっかけ

仕事の効率化 ・スピー ドアップを図 りたい。

大型の汎用 コンピュータに比 べ、 コス ト、使い勝手が良い。

2)利 用方法

一連の翻訳作業の流れ を分業化 して利用。

(OCR入 力 → 翻訳 → 編集)

3)主 な導入のメ リッ ト

a)人 件費や外注費等 のコス トが大幅にダウン。

b)翻 訳作業のスピー ドア ップ(約6倍)と 経営効率のア ップ。

C)訳 語 ・品質の統一。
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(2)印 刷会社

1)導 入のきっかけ

大量の英文 を短時間で翻訳/印 刷 したい → 翻訳の機械化。

2)利 用方法

翻訳結果のエディット(編 集)の 他はすべて自動化。

顧客毎 にユーザ辞書 を作成。

3)主 な導入のメ リッ ト

a)ト ータルでコス トパ フォーマ ンスの高い生産 システムを実現
。

b)用 語や文体 ・訳詞 な ど品質 の統一。

c)顧 客毎 にきめ細かい翻訳が可能。

(3)自 動車会社

1)導 入の きっかけ

海外1青報(技 術文献 な ど)を 即座 に翻訳 したい。

2)利 用方法

OCRで 入力 し、粗訳 を関係部門へ回覧。

ユーザ辞書を作成 、翻訳精度 を徐 々にア ップ。

難解 な英文はエデ ィッ ト(編 集)を 加 える。

3)主 な導入のメ リット

a)外 注費の削減

b)翻 訳量 ・ス ピー ドのア ップ → 情報 を素早 くつか める。

c)対 訳で回覧→理解度がア ップ。

(4)大 使館

1)導 入のきっかけ

本国からの英文による情報の増加。

2)利 用方法

OCR,フ ロッピーデ ィスクによる入力。

DUETで 大量に粗訳 にかける → 編集 し完全 な訳に。

パ ソコンのDTPソ フ トで仕上 げ → 印刷。

3)主 な導入のメリッ ト

a)外 注費の削減

b)MS-DOSフ ァイルの英文 をダイ レク トに翻訳→大幅な時間短縮。

以上 の機械翻訳導入 に成功 したユーザに共通することは以下 の6点 で あ り 今後機械翻訳 の導入

を考 えている ところは 導入 に際 して これ らの各点を十分に検討 をしてお く必要があろう。
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(1)目 的が明確 である

(2)良 き理解者/強 力 な推進者がいる

(3)専 任者が いる

(4)機 械化へ のポテンシャリティが高 い→ システム的運用

(5)入 出力の効率化

(6)分 か り易 い導入メ リット

9DUET-J/E

シャープで はDUET-E/Jの 開発 が一段落 したところで、 日英機械翻訳 システムDUE

T-J/Eの 開発 に乗 り出 した。平成2年10月17日 に新聞発表 を行い 平成3年 秋 までに商品化 の

予定である。主な仕様 を第5表 に示す。

DUET-J/Eは 基本的な

操作性、ハ ー ドウェアは其 日翻訳

システム と共通 になっている。た

だ し、 日本語 は省略が多 く、語順

の制 限が英語 に比べ緩い とい う特

徴 に合わせ るため、パーザはボ ト

ムアップのパ ラレル方式 を採用 し

ている。意味 トランスフ ァ型で構

文 ・意味融合型であるところは英

日翻訳 と共通で ある。

辞書某 日と同様4種 類 を備 え基

本語辞書の見 出 し数は7万 語 を用

意 している。 日本語 の場合、漢字

仮名交 じり文 を正確に形態素解析

することが、第一条件 になるため、

長単位語 な どを充実 させている。

また、 日英翻訳 の利用場面 を考

えた場合、相 当に普及 した日本 ワ

ープロで入力 した文章 を翻訳機 に

か ける ことが多 い との判 断か ら、

当社 のワープロ書院で作成 した

文書が直接翻訳機で読 めるような

項 目 仕 様 内 容

翻訳方式 意 味 ト ラ ン ス フ ァー 方 式

翻 訳 モ ー ド
一括/対 話型翻訳

辞書 基本語辞書 日本語見出 しで約70,000語

学習辞書 利用可能
,

ユ ー ザ 辞 書 最大40,000語/辞 書

(オプション)

専門用語辞書情報処理 、電子工学、

機械工学、経 済

翻訳速度 5,000語/時 間

翻訳支援機能 左右対訳表示 、日英対応語句

表示、訳語表示選択、語義指

定、翻訳文型指定、部分翻訳

指定 、無翻訳指定、係 り受 け

表示 、係 り受 け変更、単語検

索、文書校正

CPU MC68030

メ モ リ 16MB

デ ィ ス ク 167MB

OCR

(オプション)

認識文字 マ ル チ フ ォ ン ト

認識対象 約4,000字

文字サイズ 6～28ポ イ ン ト

認識率 99%

第5表DUET-J/Eの 仕様

イ ンタ フェースを付加 している。OCRは 英 日翻訳の場合 と異 な りオプションになっている。翻

訳支援機能 を充 実させ、翻訳の効率の向上 を図 っている点 は英 日翻訳の場合 と同様 である。ただ
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し、省略語の確認機能、冠詞の設定機能な ど日英翻訳独 自の機能 を付加 している。 日本語の入力

ミスやブラッシュアップのための校正機能 も英 日翻訳 にはなかった機能である。

10.今 後 の課 題

シャープでは、英 日機械翻訳 システムが世に好評裡 に受 け入れ られ、日英機械翻訳 の発売 を近

い時期 に実現すべ く準備 を続 けている。多数のユーザか ら上 がって くる要望 を集約 する と次の8

っになる。 これ らは、 いずれ も今後の課題 として取 り組んでいるものである。

(1)機 械翻訳 の精度 の向上

(2)ユ ーザイ ンタフ ェースの向上

(3)ユ ーザ辞書、翻訳 ノウハ ウの相互利用

(4)専 門用語辞書の充実

(5)日 英、某 日双方向翻訳の実現

(6)他 社マ シンへのソフ トの移植

(7)小 型化、パーソナル化

(8)低 価格化

(1)で は、多義性 の解消 をいかに行 うかがポイ ン トである。他品詞語、並列句、「の」を含 む

名詞句などの処理 を適確 に行 う必要がある。照応、省略な ど文章理解を問題 にす る前 に、文脈情

報 を利用 して これ らの多義性の解消 を図るべ きであろ う。 また、長文の処理 も多 くの多義性が 出

現 し、処理時間 もかかることか ら、ユーザインタ フェース との問題 も搦め重要な課題で ある。 こ

れ らに対 しては、現在 も各種の方法が試みられている。例 えば、分野やテーマを推測 または設定

し、訳語 を選択 した り、 ヒュー リスティックな優先規則 を適用 した り、例文ベースを利用 した り、

文書の レイアウ ト情報 を利用 した り、定理証明の推論 を用 いた りす るなどな ど。

(2)で は、 プ リエディッ ト、 ポス トエデ ィッ トを更に使 い易 くするようなイ ンタフェースが

望 まれている。例 えば、多義性 を絞 り切れない場合、区別 し易いような情報 を付加 しなが らユー

ザ に問い合わせ る、音声な どのマルチメディアを使 うな ど。 また、いったん修正実行 した翻訳 ノ

ウハウをシステムが 自動学習 し、次回か らの翻訳 に行かせ るようにするなどの、学習機能が課題

となる。

(3)は 辞書やノウハ ウの普及、流通 に関する ものである。著作権な どを含め、今後 の課題 で

ある。公的な機 関 として、4月 に発足 した 日本機械翻訳協会が この ような便宜 をはか ることを設

立の目的の一つに している。

(4)は ユーザが増加す るに従 って、現在提供 している英 日翻訳6種 類の専門用語 以外 の辞書

の要望が増えていることによる。今後、更にユーザが増加す るに従 い、課題 となる。

(5),(6),(7),(8)は 上記の4つ の課題が解決 されれば、 ユーザが更に増 え、ハ ー ドウ

ェアやWS、 イ ンフラス トラクチ ャの充実、向上 によ り解決 され る問題であると考 えている。

機械翻訳を通 じ、情報の交流 を促進 し国際親善 に寄与す ることを望む。

【参考文献 】

[翻訳1991]、"特 集 機械翻訳のいま"翻 訳の世界 バベル ・プレスpp25～72NO.2(1991)

[鈴木1991]、"機 械翻訳システムの現状と将来"第40回 システム制御情報講習会pp63～74(1991)
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一
第4章RSC&CLlに おける機械翻訳 シス テムの現状

1.シ ステムの開発経緯

1980年 代 初 め か ら、 リ ソー ス シ ェア リング㈱(RSC)で は 日本語 を中心 とす る 自然 言語 処 理 の研

究 お よび実験 シス テム の 開発 に着 手 し、 言語処 理技 術 の蓄積 、発 展 に力 を注 いで きた。 こう した

中で、1982年 頃 か ら機械 翻 訳 プ ロジ ェ ク トが ス ター トし、其 日翻 訳 シス テム の プ ロ トタイ プ開発 、

実験 が3～4年 に渡 り行 わ れ、 本格 的 な製 品化 に着手 した。

その後、1987年 に翻 訳 プ ロ ジ ェク トの研 究開発 、製 品化 組 織が 、新 た に設 立 された㈱ カテ ナ ・

リソー ス研 究 所(CLI)に 引 き継 が れ、英 日翻 訳 シス テ ム 「STAR」 とい う名称 の もとに、一 般 ユ ー

ザ に製 品パ ッケー ジ として本格 的 な販 売 が開始 された 。 発 売 当初 のバ ー ジ ョンは、 リ リー スー

2(R.2)で あ ったが 、その後 何 度 か のバ ー ジ ョンア ップ を行 い、ま もな く大 幅 な変 更 が加 え られ た

リリー スー4(R.4)を 提供 す る予 定 で あ る。

また、「STAR」 で用 い られ て い る翻 訳 エ ン ジンを も とに、1990年 夏 ア ップル社 のMacintosh用

の其 日翻訳 シス テ ム 「TheTranslator」 を㈱ アバ クス との共 同開発 に よ り製 品化 した。

「TheTranslator」 は、Macが もつ優 れた ユー ザイ ンタフ ェー ス を最 大 限利 用 して、簡便 で判

り易 い翻 訳環境 を実 現 して い る。 そ して、翻訳 シス テムの利 用者 層 の拡 大 を図 るべ く、パ ー ソナ

ル ・ユー スでの ニ ー ズ に焦 点 をあ わせ 、本格 的 な翻 訳 システ ム としては低 価格 のパ ッケー ジ ソ フ

トとして販 売 を行 って い る。

図1翻 訳 シス テムの 開発 経 緯(RSC&CLI)

年 次 ・98・い983・9841・985・986い98…988・98gい99・11991
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2.シ ス テ ム の概 要

2-1WS版 翻 訳 シス テ ム 「STAR」

其 日翻訳 システム 「STAR」 は、RCSお よびCLIに おいて永年培 ってきた 自然言語処理技術 に

関する研究開発成果 を、一般ユーザの利用 に供 すべ く其 日翻訳 システム として製品化 した もので

あ る。

機械翻訳 システムは、自然言語処理技術 を応 用 したアプ リケー ションとして最 も早 く実用化 さ

れつつある。 しかし、人間や社会 にかかわる万 象、社会的 ・個人 的歴史な どの背景 を持つた自然

言語 を全てにわたってコンピュータで扱 うことは、本質的に困難 である。翻訳 システムにおいて

も、複雑な処理機構の全てを利用者に対 して閉ざ したまま、完全 な翻訳結果 を提供する ことは、

現在 の技術的 ・理論的水準 を超 えた レベルで も相当に無理がある。

このため、 「STAR」 の開発 ・製品化 に際 し、我々 はシステムの骨格 として、理論的 ・技術的に

確実 なもの を採用 し、利用者が様々なレベルで システムに手 を加 えることを最大限保証すること

により、システムの活用面の可能性 を幅広 く追求できることを中心的なね らい としている。

したがって、「STAR」 は現時点での可能 な技術 レベル として最大限の翻訳精度 を保証 している

が、それのみでは自然言語 を扱 うには未だ不十分である という限界 を乗 り越 えるためにも、 シス

テムの開かれた可能性 を利用者 に提供 していることが、「STAR」 の最大 限の特徴 といえる。

現在、UNIXオ ペ レーテ ィングシステムを使用 した各種 ワー クステー ション用 の ソフ トウエ

ア ・パ ッケージとして提供 を行 っている。

また、「STAR」 は、製品 として販売後 も翻訳精度、性能、操作性 向上 を図るため何度かのバー

ジ ョンアップを積み重ねて きてお り、現在 リリースー3か ら リリースー4へ と移行中である。

(1)特 徴

「STAR」 は、高度な自動翻訳機能 を核 として、翻訳精度 を高めるための豊富な翻訳サポー ト機

能、様々なオペ レーションに対応す るための柔軟なユーザイ ンタフェースを備 えている。 また、

ユーザーの利用形態 に応 じて拡張、変更す ることが容易であ り、最適な翻訳処理 システムの構築

を保証するオープンエン ドなシステムで ある。

1)高 速の翻訳スピー ド(RISCマ シン………10万 語/時)

一般的なマニュアル
、新聞、雑誌記事 な どの文章 を一時間に10万 ～20万 語以上 のス ピー ド

で翻訳。

2)大 量文書の翻訳 も一括 して処理可能

一文単位 に翻訳 を行 い
、翻訳結果 を直ちに画面に表示 して確認 した り、 ファイルに出力。
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3)マ ルチユーザによる共 同利用 に最適

複数の ワークステー ション、 あるいは端末か ら同時 に複数のユーザが利用可能。辞書の共

有、個別の使い分けが容易。

4)辞 書を全面的 に開放 し、ユーザ独 自の辞書修正 ・追加が可能

システム辞書、オプシ ョン辞書の開放 を図 り、翻訳 の質、利用分野の専門語 の拡充 のた め

に、辞書 の変更、追加が 自由。

5)翻 訳ニーズに合わせたシステムのカスタマイズ化が容易

本 システムは、 コマ ン ドをベ ース としてお り、UNIXの 豊富な コマン ドと組 み合 わせ て、

ユーザの希望する翻訳処理 に合わせ たシステムの構築が容易。

6)翻 訳方式は高度 で確実なアルゴ リズム

統語論的な言語解析技術 をベースとして、意味論的な格支配構造 なども取 り込 み高度であ

りなが ら確実なアル ゴリズムを実現。

(2)主 な機 能

「STAR」 は、 リリー スー3か ら リ リー スー4へ のバ ー ジ ョンア ップ に伴 い、機 能 の改 良 ・追

加 が行 われ て い るが、 リ リー スー3の 機 能 として は、次 の よ うな もの をユ ーザ に提 供 して い る。

1)標 準的な翻訳処理 を行 うた めの会話型翻訳モニタによるメニ ュー形式での操作環境

2)テ キス ト編集、翻訳結果 の解析、辞書参照等 をサポー トす るマルチウイン ドウ形式 の後編

集機能

3)シ ステム辞書の全内容 について変更、追加が可能 なユーザ辞書 メンテナンス機能

4)複 数の専門語辞書 な どを同時に利用するためのオプシ ョン辞書メンテナ ンス機能

5)翻 訳 、辞 書 ユ ー テ ィ リテ ィ、各種 ツー ル と して、表1に 示 す よ うな コマ ン ドの直 接 実 行機

能
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表1ユ ーザ ・コマ ン ド一 覧

r翻 訳 』

No. コ マ ン ド 機能 備考

1 S皿 翻 訳 モ ニ タ

2 translate 翻 訳 コマ ン ド

3 generate 生 成 コマ ン ド

4 post 後編集

5 snart 翻 訳 ブ イル タ

6 starvi 翻訳テキス ト作成 用vi

「辞 書 ユ ー テ ィ リテ ィ 』

No. コ マ ン ド 機能 備考

1 cudic ユ ー ザ辞 書 の コ ンパ イ ル

2 codic オ プ シ ョ ン辞 書 の コ ンパ イ ル

3 lookey ユ ー ザ 、 オ プ シ ョン辞 書 内容 の 表示 対話形式

4 xlook ユ ー ザ 、 オ プ シ ョン辞 書 内容 の 表示 バ ッチ形式

5 edict 辞書修正用vi

6 verdict ユ ー ザ 辞 書 ソ ー ス の エ ラ ー ・チ ェ フ ク

7 SO】仙ct ユ ー ザ 辞 書 ソ ー ス の ソー ト

8 mergedict ユ ーザ 辞 書 ソ ー ス の マ ー ジ

9 diff出ct ユ ーザ 辞 書 ソ ー ス の 比 較

10 dhelp ユ ーザ辞書記述 の説明

11 slookup 辞書 ソースの表 示

12 usr20pt ユ ーザ 辞 書 か ら オ プ シ ョン辞 書へ の ソ ー ス変 換

『各 種 ツ ー ル1

No. コマ ン ド 機能 備考

1 chktext 入力 テ キ ス トの チ ェ ック

2 digest 翻訳テキス トか らの特定辞 書の作成

3 un「eg 未登録語の表示

4 mspell v沖 か らの 綴 りチ ェ ック

5 starhelp 翻 訳 シ ス テ ム の ヘ ル プ・ユ ー テ ィリ テ ィ

6 staman コ マ ン ド・マ ニ ュ ア ル の表 示 manス タ ー 版

7 starenv 翻訳環境 の表示 envス タ ー 版

8 s㎞ap キ ー ワ ー ドに よ る コ マ ン ドの 表示

9 starclean 翻訳 中間7ア イルの削除
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(3)シ ス テ ムの 実 行環 境

「STAR」 は、 メー カか ら数多 く製 品化 され てい るUNIXベ ー スの主 要 な ワー ク ステ ー シ ョン

で利 用可 能 で あ る。 「STAR」 を使用 す るた めの環 境 条件 は、 次 の とお りで あ る。

【ハ ー ドウエ ア 】

●本 体UNIX系OSの ワー クス テー シ ョン、 ミニ コン ピュー タ

メイ ンメモ リ4MB以 上

●ハ ー ドデ ィス クAP使 用領 域10MB以 上

●端 末 日本語 デ ィス プ レイ

【ソフ トウエ ア】

●OSUNIX系OS(SYSTEM-V、4.3BSD)

● 日本 語 処 理機 能 日本 語 フ ロン トエ ン ドプ ロセ ッサ

【代表 シ ス テ ム例 】

既 にイ ンス トー ル済 みの主 要 な ワー ク ステー シ ョン として、 以下 の ものが あ る。

●ソニ ー

●NEC

● 日立

●住 友 電 工 ワー クス テー シ ョン

●オム ロ ン

●松 下 コ ン ピ ュー タ シス テム

●東 芝

●日本 サ ンマ イ ク ロ シス テム ズ

●DEC

NEWSシ リー ズ

EWS4800シ リー ズ

2050シ リーズ

USTATIONEシ リー ズ

LUNAシ リーズ

BEシ リーズ

AS-3000、4000シ リー ズ

SUN-3、4、SPARCstationシ リー ズ

VAXシ リー ズ(OS:ULTRIX)

(4)シ ステムの仕様

「STAR」 の基本的 な仕様 は、次の とお りである。

●翻訳 方式 構文 トランスファ方式

●翻訳速 度(CISCマ シン)1～2万 語/時

(RISCマ シン)5～10万 語/時

●単語辞書 システム辞書(一 般語)4万 語

オプシ ョン辞書(専 門語)

コンピュータ分野等

●文法規則3,000ル ール

●システム記述言語C

●システムサイズ7MB
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2-2Mac版 翻 訳 シ ス テ ム 「TheTransIatorＬ

Mac版 の薬 日翻 訳 シス テ ム 「TheTranslator」 は、 ワー クス テー シ ョン用 に数 多 くの実 績 を持

つ 「STAR」 の翻訳 エ ン ジ ンをベ ー スに、Macの 優 れ たユ ー ザ イ ンタフ ェー ス を利 用 して、簡 単

な操 作 で手軽 に翻 訳 が行 える シス テムで あ る。

特 に翻訳 結果 の校正 、編 集 機能 として、訳 語 置換 、 別 解選 択 、部 分翻 訳 な どをサ ポ ー トし、 翻

訳精 度 を高め るた めに辞 書登 録、訳 語 の学 習機 能 な どを数 多 く組 み込 ん でい る。

また、Mac用 には、 サ ー ドパ ー テ ィーか ら コス トパ フ ォー マ ンス に優iれたOCRソ フ ト(文 字

読 み取 りソフ ト)が 数種 類 発 売 されて お り、 このOCRソ フ トと 「TheTranslator」 の組 み合 わ

せ に よ り、 ドキ ュメ ン トの翻訳 が手 軽 に行 え る。

(1)主 な機能 と特徴

「TheTranslator」 は、次の ような数多 くの特徴 を持 っている。

●一文単位 の翻訳 により、編集に便利。

翻訳 したい英文を一文単位で適切 な日本語 に翻訳。 したが って、 レポー トや資料作成 など

の文書構成、編集に便利。

●複数の解釈 にも対応。

英文の言い まわ しや使われる単語によって複数の解釈ができる場合、複数 の訳 中か ら適切

な解釈を選択可。

●新 しい訳語 の置 き換 えも自在。

英文 と日本語文 の単語 の対応関係 をみた り、訳語 を他の語や新 しい語 に置 き換 えることが

簡単。

また、置 き換 えた訳語 を次から最優先で選択す る学習機能。

●辞書の追加が簡単。

新 しい単語の登録 が簡単。登録 された単語 はす ぐに翻訳結果 に反映。 また、辞書にない単

語が翻訳 したい英文 に含 まれていて も、その単語 の品詞 を推定 して日本語文 を生成。

●必要なものは原語の まま翻訳。

英文の中で、その まま残 したい名詞句(原 著名、 出典名等)な ど、一部分 を原語の まま生

か した日本語文 を作成。

●再翻訳や 日本語文の編集 も容易。

画面上で、英文 テキス トを編集 ・訂正 して再翻訳 させた り、翻訳結果の 日本語文 を直接編

集可能。

●複数の翻訳 を同時 に処 理。

複数の英文 テキス トをオープンし、並行 して翻訳。

●マルチファインダの環境で実行可能。
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マルチファインダの もとで、バ ックグラン ドで翻訳 を実行 した り、別 のアプ リケーシ ョン

(ワープロな ど)と 切 り換 え、翻訳。

●翻訳結果 の保存形式は2通 り。

翻訳結果の保存 には、 ワー プロ、DTPプ ログラムな ど利用可能 なテキス トフ ァイル形式

と、翻訳処理 を再度実行す るための翻訳 ファイル形式 の2通 りが用意。

テキス トファイル形式 では、英文 と日本語文の対訳形式、英文のみ、 日本語文のみの3種

類。

●プリン トアウ トの形式 も選択可。

翻訳結果のプリン トアウ トも、英文 と対訳 日本語文の対訳形式、 また日本語文 のみの2種

類が選択。

●各種 テキス トフ ァイル、OCRに 対応。

印刷物、タイプや ワープロで打たれた英文 などを直接、OCRシ ステムで読み込み翻訳。Mac

のデ ィスクアクセサ リ(ス クラ ップブ ックな ど)に 取 り込 まれた英文 テキス トや、 もちろん、

キーボー ドで入力 された英文 の翻訳 も可能。(OCRシ ステムはオプション)

(2)シ ステ ムの実行 環境

【ハー ドウエ ア】

●AppleMacintoshシ リー ズ

●メ イ ンメモ リ2MB以 上(ユ ー ザ ー ズ メモ リー)

●ハー ドデ ィス ク10MB以 上(AP使 用領 域)

【ソ フ トウエ ア】

●OS漢 字Talk(Version2.0以 上)

図2Mac用 其 日翻 訳 システ ムの全体 構 成 図

英文テ キス ト

闇
↓

一

・M8CC|assic

・Mac11 ,LC

・MacSEt30,11cx,IIsi,IIci,Hfx

etC.

∈コー
イ メ ー ジ ス キ ャ ナ ー

メ イ ン メ モ リ…… …4MB以 上
ハ ー ドデ ィ ス ク ・一 一20MB以 上

OS 漢 字talkver.6.0以 上

1隻)焼5鷺1線,鍵 を欝 袈割 合
talkver.2.0以 上 で ご 利用 で き ま す 。

一凸
プ リンタ

・AppleScanner

・Datacopy

Models730,730GS,830

・H[PScanJeL

etc.

一
「TheTranslatorj

O(Rソ フ ト
「Accuextor

rOmniPage」
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(3)シ ステム仕様

●翻訳方式

●翻訳速度

●単語辞書

●文法

3.シ ス テ ムの利 用 状 況

構 文 トラ ンス フ ァ方式

1～2万 語/時

シス テム辞書2.5万 語

学習辞 書(学 習機能 に よ り逐 次登 録)

オ プ シ ョン辞 書 …… コン ピ ュー タ分野 等

3,000ノレ一一ノ↓/

当社 の翻 訳 システム 「STAR」 お よび 「TheTranslator」 は、 表2に 示 す よ うな特 徴 の違 いが

あ り、 それ ぞれ の特徴 を生か した利 用が 行 わ れ てい る。

3-1「STAR」

「STAR」 のユーザは、現在電機 メーカ を中心 とする製造業 が半数 を占めて を り、 この他大

学、公共機関、民間の研究所、翻訳会社、情報サー ビス会社 などで使 われてい る。

対 象分野 として、一般文書か らテクニカル ドキュメン トまで様々 な分野 の翻訳 に利用 されてい

るが、比較的マニュアルに関する ものが多いようである。

NHKで は、衛星放送の海外ニ ュースの 日本語 テロップ作成 に「STAR」 を導入 した翻訳作業 を

試験的 に進めている。

また、研究実験段階であるが、外電ニ ュースの翻訳 に 「STAR」 を用いて英文 ニュースを受信

す る と同時 に日本語への翻訳 を行な う即 時翻訳 システムを実現 しつつ ある。 この システムは、

NHKとCLIの 共同研究 プロジェク トとして行なわれてお り、 この研究成果 は実用 システム とし

て近 い将来、翻訳 システムの特化 したアプ リケーションの一例 として公開 され る予定である。

3-2「TheTranslstor」

「TheTranslator」 は、低価 格 で あ る た め比 較 的手 軽 に購 入 され 、パ ー ソナ ル ・ユー ス向 けの翻

訳 ツー ル として利用 されて い る。

本 製 品 につ い ては、販 売元 で あ る カテ ナ㈱ にお いて、定期 的 に講 習 会 が開 か れ てお り、一 時 間

程度 の講 習で 一通 りの操作 が 理解 で き る もの とな ってい る。

利 用 者 は、 まもな く1,000ユ ーザ程 度 に な りっっ あ るが 、一 般 オ フ ィス で の文書 の翻 訳、個 人 レ

ベ ル で の少 量 の文 書翻訳 な どに多 く使 わ れ て い る。

また、 一部 の翻訳 者 にお いて は数 千語 の辞 書登 録 を行 い、前 編集 を絡 め相 当深 い ところ まで使

い込 む こ とが 行 われて い る。 た だ し、 「TheTranslstor」 は、 ユー ザ辞 書(基 本 とな る システ ム辞

書 を変 更 ・追 加 で きる もの)を 開放 して い な いた め、辞書 登録 に よる翻 訳精 度 ア ップ には、多 少

限界 が あ る。 な お、 こう した 「TheTranslator」 のパ ワー ユー ザ に対 して は、 「STAR」 へ の移 行
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が で きる よ う作 成 した辞 書 の変 換 ツー ル な どを整備 す る予定 で あ る。

表2WS版 「STAR」 とMAC版 「TheTranslator」 の比 較 表

WS版rSTAR」 MAC版 「TheTranslatorl

翻 訳 ス ピ ー ド 10～20万 語!時 間 1～2万 語/時 間

入力テ キ ス ト

の サ イズ

入 力 テ キ ス トフ ァ イ ル の 大

き さの 制 限 は 、 特 に な し

入 力 テ キ ス トフ ァ イ ル と し

て扱 え る大 き さ は 、200KB

程 度 まで(但 し、AP実 行 メ モ

リサ イズ を拡 げ る こ と に よ

り1MB程 度 ま で 可 能)

ユ ー ザ 数 複数ユー ザ に よる同時使用 が

可能

また、複数 の翻訳処理 を並行

して行 うこ と も可能

シ ン グ ル ・ユ ー ザ に よ る利 用

の み

バ ッ ク グ ラ ウ ン ドで の 翻 訳

は 可 能

操作性 コマ ン ド形式 に よ り、非定型

処理 に も対応可能(様 々 な入力

テ キス トや出力指定 な ど)

メニ ュー方式 に よ る定 型的 な

処理

簡便 で使 い や す い

辞書 ユ ー ザ 辞 書 、 オ プ シ ョ ン辞 書

を開放

(ユ ー ザ辞 書 は 、 利 用 分 野 に

合 わせ て 翻訳 精 度 を 高 め る た

め に 、基 本 辞書 で あ る シ ス テ

ム辞 書0)記 述 を変 更 ・追加 す る

も の)

オ プ シ ョ ン辞書 の み 開放

ス ペ ル チ ェ ッ

ク

テ キ ス トエ デ ィ タ内 に組 込

み。

他 のAP、DAに 組 込 まれ た ス

ペ ル チ ェ ック機能 を利用

エ デ ィ タ UNIxのjviコ マ ン ドを拡張 し

た もの を使 用

簡単 な エ デ ィ タ機 能 が組 込 ま

れ て い る。

システ ムの カ

ス タマ イズ化

ユ ー ザ の使 い 方 、 翻 訳処 理 に

合 わ せ て シス テ ム の ユ ー ザ

イ ン タ フ ェ ー ス を変 更 ・追 加

した り、 辞書 を チ ュ ー ン

ア ッ プす る こ と が 可能

不可

利用目的 ビジ ネスユ ー ザ向

(大量翻訳 、即時翻訳 に最適)

パ ー ソ ナ ル ユ ー ス 向

(個 人 で 手軽 に使 用)
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4.今 後の課題

翻訳 システムは、今後 ます ます その需要が高 まる もの と予想 されるが、現在の翻訳精度 は、 ま

だユーザに とつて見れ ば不十分であ りさ らにレベルア ップす るすることが必要である。

このため、当社で も主 として以下の ような作業 を通 じて翻訳システムの精度向上、操作性 の改

良 に努めてい る。

●翻訳システムの処理プログラムの改良

翻訳プ ロセスは、大 き く解析、移行、生成 の3つ のフェーズか らなるが、 この うちの生成

(日本語文 を作 り出す プロセス)処 理の改良 に力 をいれ、で きるだけ判 りやすい 日本語文 を

出力で きるようにする。

●システム辞書の拡充

基本辞書 となるシステム辞書の量的拡大(エ ン トリー数2万 語→5万 語)、 質的拡充(品

詞、訳語のウエイ ト付 けお よび、意味属性の付与 による訳 し分 け)を 推進

●オプション辞書の リリース

専門語 を分野別 に網羅iしたオプション辞書 をニーズの高い分野か ら順次提供 してい く予定

(医学、薬学、化学、機械、経済、など)

●ユーザイ ンタフェースの改良

翻訳時の前編集、後編集お よび辞書登録 ・修正な どに関する操作 を簡単で使 いやすい もの

にすべ く、 さらに改良 を加 える。

●翻訳の前処理 ツールの整備

翻訳の対象 となる文書 には、様々 なものが考 えられるが、翻訳 を実行 する前 に翻訳 時に想

定 しない処理、意味のない処理な どを行わないように、 あらか じめテキス トのフ ォーマ ッ ト、

センテンスをチェックし、必要 に応 じて前処理がで きるようにする。

(文章の整形、 スペルチェ ック、翻訳対象範 囲/対 象外の指定、文末処理、文種指定な ど)
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第3部 機械翻訳システムの周辺の現状

第1章 学術 用語集 のCD-ROM化

第2章 シ ソー ラスの開発 と利 用





第1章 学術用語集のCD-ROM化

1.は じめ に

学術用語集 とは文部省が編纂 してい る学問分野別の専門用語の 日英対応表で あ り、昭和29年 発

行の数学編以来、28の 分野で作成 されている。

学術用語集その ものは専門用語集で あ り、学生や研究者 に とって必要 なもので あるが、一方で

は初等 中等教育で使用する術語 を定 める、 とい う性格 も持 っている。そのため、

(1)各 学問分野での研究 の進展 に伴 う改定

(2)分 野間での用語の調整

とい うことが重要 になって くる。学術用語集は学協会の主導的な編集作業 により、適宜改定が加

えられ る。

この際 に編集委員は他分野で同 じ英語 を用いていないかどうか、等 の調整 をしなが ら、新たな

用語 の制定 を行 ってい くことになる。

本稿 で紹介 するCD-ROMは 、主 として用語 を制定 しようとする人が座右 に置いて利用す るた

めの道具 として、試作 したものである。

2.学 術 用 語CD-ROM検 索 シス テ ム 設計の考え方

学術用語 データベースの制定支援の中でエ ンドユーザに対 して検索機能 を提供 するサブシステ

ムがSci-Terms/CD-ROMで ある。Sci-Terms/CD-ROMは 、用語制定作業 を行な う学会員等が

手近 なパー ソナル コンピュータで簡単 に検索で きることを第一の目的 としてい るか ら、そのハー

ドウェア構成 は必然的に現在の我 国の研究者 に最 も普及 している機種 を選択す ることになった。

すなわち、NEC製 のPC-9800シ リーズパー ソナルコンピュータを基本機種 として設定 した。しか

し、研究 の内容 としてはパー ソナル コンピュータの機種 にとらわれず、今後 なるべ く多様な機種

に適応 して行 けるよう配慮 している。 また、制定作業 中に要求 される検索機能の全容 については

完全 には解析 されていないので、設計段階ではお よその要求 を推察 しなが ら設計 を行なわざるを

得 なか った。ここで特 に留意 した点は、CD-ROM中 に納めるデータについては、一度 プレスして

しまえばその後の修正変更はなかなか難 しいが、一方、それ を活用す る検索 ソフ トウェアは後 で

修正が可能な ことである。そ こで まずCD-ROM中 のデータについては種 々の検討 を行 ない、検索

上で将来でて くるか も知れない要求 に対処 できるものになるよう配慮 した。パー ソナルコンピュ

ータ上 の検索 ソフ トウェアについては、後述の ように現時点では様々 な制約 があるので、 ある程

度妥協 せざるを得 ない面が あった。なお、同一のCD-ROMに 対 して検索 ソフ トウェアをより一層

洗練 させてい くことは、本研究 の継続作業 として行 ない得 るものであ る。
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3.CD-ROMの 現 状

現在種々市販 されているCD-ROMで は、3段 階程度 の索引 を使用 して検索することが行なわ

れているようである。 これはち ょうど昔の索引順編成(IndexedSequential)フ ァイルで、3段

のインデクスを作 った場合 の内部形式 と似たような形 である。検索を高速化する上で、 このすべ

てのイ ンデクスファイル をメモ リー上あるいはハー ドデ ィスク上 に持 って行 きたい ところで ある

が、PC-9800の アーキテクチ ャではそれ を強制することはできない。特 に主記憶の最大値 は640KB

であ り、 しか も仮想記憶がな く、 インデクス全体の主記憶常駐 は不可能 である。 そ こで第1段 階

目のイ ンデクス(主 インデクス)の み主記憶常駐 とし、2段 階 目以降の ものは各 ユーザのハー ド

ウェア構成に応 じて適宜メモ リー常駐(RAMDISKを 含 む)、 ハー ドディスク常駐 あるいはCD

-ROMの 直接アクセスを使い分けることに した
。

またCD-ROMは アクセス速 度が遅い こととプログラムの規模 の問題か ら、検索条件 を分解 し

て個別の検索集合を作 りその論理演算 で最終的な検索結果 を得 るという、大型 コンピュータの情

報検索 システムにおける常套手段 を採用 しに くい。 インデクス検索のために何度 もCD-ROMに

アクセスすると応答が遅 くなる。 また、中間の検索結果集合が大 きく膨れ上がる可能性 を配慮 し

た ソフ トウェア作成 は、パー ソナル コンピュータ上 ではなかなか難 しい。例 えば、中間結果 のソ

ー トだ けをとって も件数が何万件 にもなるのであれ ぼ
、制約 された メモ リー空間の中で妥 当な応

答速度で行な うことは難 しい。 この ような事情のため、良好な応答速度 を達成す るソフ トウ ェア

作成手法の一つ として、主な検索 はすべてインデクスの一次検索のみに頼 る という方法が考 え ら

れる。但 し、 そのためにはイ ンデクスの作 り方に工夫が必要である。

以上 のようにCD-ROM検 索 ソフ トウェアの作成 に当たっては、PC-9800の アーキテクチ ャの

制約 とCD-ROM固 有 のアクセス特性が最大の問題 になる。本研究の範囲内では検索 ソフ トウェ

アの高機能化等は主要 な研究 目的ではないので、特に この点を追求 することはしなか った。

PC-9800上 のCD-ROM検 索 ソフ トウェアの作成 については、幸い、大 日本印刷が辞書類 データ

ベースの作成 について多大 のノウハ ウを蓄積 してお り、CD-ROMの プレスを含 め これ を有効 に

活用 する方針で進めた。その主な仕様 は、

(1)す べての分野 を横断的に検索できるとともに、一分野 に特定 した検索 も可能 とす る。

(2)検 索キーについては、英語、和語漢字形、カタカナ、 ローマ字 のそれぞれで行 なえるよ

うにす る。複数単語か ら成 る用語の検索に際 しては、英語 の場合 は空 白を入れて普通 に入

力 し、カナの場合 はわかち書 き等 を気にせずに入力 で きるようにす る。

な どの点である。

なお、CD-ROMの 検索機能 の高度化 は、エンジニア リングワー クステー ションなどのアーキテ

クチ ャ側からの束縛の少 ないコンピュータを対象 として検討 して行 くのが得策であろう。
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4.CD-ROMの 仕 様

CD-ROMの 作成 に当たっては、先に述べたように原デー タか らインデクス等 を切 り出すた め

の仕様が主な課題 となる。検 索を、英語形、 日本語形(漢 字)、 カタカナ、 ローマ字 の検索キーで

行 えるようにするには、それぞれのフィール ドか ら然 るべ きインデクスを切 り出 し、CD-ROM上

でのファイル として形成 しておかねばならない。 しか も少ない回数のアクセスで目的のレコー ド

を見 いだすためには、取 り出すイ ンデクスの形式について十分な吟味が必要である。原 データか

らイ ンデクスはおおむね次の ように して切 り出す。英語、漢字、カタカナ、ローマ字の四つの フ

ィール ドのイ ンデクスに分 けて考 える。 それぞれのフィール ドについて、例 えばデータ値 が、

Abc123Xyz

のような三つの単語列 か らなる場合、空白な どの文字 で切 られていた り分かち書 きされている と

ころで区切 り、単語の組合せ を作 って行 く。 この3単 語か らなるデータ値の場合 は、次の ように

なる。

ABC－ 単語

123

XYZ

ABC123二 単語の組合せ

ABCXYZ

XYZI23

ABCXYZ123三 単語の組合せ

これ らのパター ンは、1な い し3個 の単語の組合せ をアル ファベ ッ トの降順 に並べ、 それ を連結

した ものである。 これ らをすべ てインデクスとして切 り出し、一つのイ ンデクスファイル に混在

させる。 なお、英語、 ローマ字 はすべて大文字 に変換す る。カタカナで も小文字 を大文字 に直 し、

特 に長音記号 を取 り除 く。なお、原 データ内の特殊記号については、それぞれの記号 に意味 にし

たが って然 るべ き処理 をほどこす。(デ ータ作成での仕様 を参照)

このようにすべてのイ ンデ クスの組合せ を並べ るのは、CD-ROMア クセス回数 を少 な くし検

索 ソフ トウェアの負荷 を軽 くす るためで、 その結果 として応答速度 の向上 を図 るな ど使い勝手 を

よ くするためである。常識的 な情報検索 システム流の考 え方では、入力されたそれぞれの単語 に

ついて検索結果集合 を作 り、集合 間で和 をとる ことによって処理す るのが普通であ ろうが、CD-

ROMの インデクス検索 には1回 に0.5な いし2秒 程度の時間を要するので、これ を避 けるための

方法 として、上述 のようなキーワー ド切 り出し方法を採用 した。

すなわち、複数の単語 を検 索キー として入力 した場合は、上述の ようなキーワー ド切 り出 しと

同 じアルゴ リズムで整形連 結処理 を施 し、一回のインデクス検 索のみでレコー ド番号 を得 ようと

するのである。 この結果、単語 のAND演 算 しかで きな くな るが、用語検索 ではANDが 主体 で、

ORは 少ない と判断 したか らである。ORを とりたい ときは、それぞれについて検 索 をすれ ばす
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む。応答が早 くそれができれ ば、大部分 の要求 は満足 されると考 え られる。なお、上記の方法で

は連結の結果偶然に もインデクスのパ ター ンが他の用語 と符合する と、検索結果 にゴ ミがはいっ

て しまうことになる。 これは、検索負荷 を軽 くした ことの代償 と言 えよう。

一方
、検索 ソフ トウェアを高度 にすれ ば、検索結果集合の論理演算 も可能 になるか ら、一単語

だ けのインデ クスを まとめたフ ァイル も別途CD-ROM上 に作成す る ことに した。幸 い、CD-

ROMは 、学術用語の原データ自体がそれ ほど大 きくないために各種 のインデクス をいれてお く

の に十分の容量を持 っている。

5.試 作システムの概要

試作 したSci-Term/CD-ROMの 特徴 は次の ようである。

(1)21別 分野の学術用語集に入 っている情報 のうち基本的には英和部分の情報 をすべて盛 り

込んであ り、全体でおよそ22万8千 レコー ド格納 している。

(2)外 国語、 日本語表示形、 ローマ字のほか に、新たに仮名読 みを付 してある。英単語、仮

名 などがすべてインデクス として用意 されている。従って、用語 の一部 を用いて検索す る

ことがで きる。(例 えば、`computer'を 含 む用語 のすべてを検索す るような ことが可能)ま

た、検 索す る分野 は、任意の複数分野を指定 した り、あるいは全分野にわた ることがで き

る。

(3)完 成 したシステムは学術用語 の検索に一般的に使用で きるもので あるが、特 に学会等で

用語集 を新たに作成 した り改訂 した りす る場合 に、用語編集者が座右 において他分野の用

語をチ ェックするために用いる ことを配慮 して開発を行 なった。

Sci-Terms/CD-ROMの 検索 と結果表示例 を図1～3に 示す。検索画面上 には、外国語、日本

語(漢 字の用語形)、 カタカナ、 ローマ字 に対応す る検索 キー入力 フィール ドを持つ。 また、分野

の選択 も可能で、指定 しない場合 はすべての分野にわたって横断的に検 索 を行 なう。分野 をい く

つか指定 した場合 には、当該分野 についてのみ検索 を行な う。

検索 に当たっては、例 えば"abcxyz"と いう検索 キーの入力 に対 して、 まず区切 り文字 を取 り

除 きつめることにより、ABCXYZと いう語 をつ くる。この際にすべて大文字 に直 している ことに

注意 されたい。カタカナで も、小文字 を大文字 に直 し長音記号 を取 り除 く。以上の操作 はインデ

クス切 り出 しの際の処理 とち ょうど同 じである。このようにしてつ くられた語によ り、CD-ROM

の検索 を行 ない、結果 を表示す る。今後 は、 さらに論理和、論理積 を結果集合の処理 によって行

なうような ソフ トウェアを作成 し、 その性能 を評価する予定である。

結果 の表示 については、なるべ く一覧性 のよい画面形式であるよう留意 し、操作 はファンクシ

ョンキーを主体 にし、マニュアルな しに使 えるよう画面表示やHELP機 能 を強化するよう配慮 し

た。結果の表示については、図のように用語形のみの簡易表示 とすべてのデータを出す詳細表示

の二通 りを設 け、用語選定作業の様々な局面で使用で きるようにしている。
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【図3】
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6.ま と め

本稿 では、学問分野での用語の和訳 を確定す る、 とい う作業を念頭 に置 いた用語検 索 システム

の実例 を紹介 した。CD-ROMと いう制約のある環境下で のデー タベ ース システム実現 について

の工夫 も併せて述べている。今後 のCD-ROMデ ータベースの発展 ・普及 を期待 したい。
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第2章 シ ソー ラスの開発 と利 用

1.は じめ に

シソーラス(thesaurus)の 語源 はギ リシア語で、宝庫、倉庫 などの意味か ら知識の宝庫 として

の辞書や百科事典な どを指す。今 日で は、データベースの作成 および利用に際 して使用すべ きキ

ーワー ドの範 囲、表記、用法等 について定 めた典拠 として広 く用 いられている。

デー タベース作成のための索引づ けには、従来か ら統制語方式 と自然語方式の2種 類があ り、

最近 ではコンピュータによる自然言語処理の進歩 によって、対象 となる情報か ら直接、索引語 を

抽出する自然語方式が増 えて きた。

日本経済新聞社では1975年 以来、 日本経済新聞 をはじめ とする日経4紙 の記事 データベースの

構築 を進 めて きた。 この記事データベースの索引づけは、統制語 を主体 に自然語 を併用する方式

であ り、 このためのツール として 「日経 シソーラス」 を作成、数次 にわた って改定 を行 って きた。

統制語方式 におけるシソーラスの必要性 はい うまで もないが、 自然語方式 において も検索の ヒ

ッ ト率の向上のためにシソーラスの果 たす役割は大 きい。 また、 日本経済新聞社では これ まで数

値情報の検索 には系列 コー ドなどを用いて きたが、 シソーラスを用 いたキー ワー ドによる検索 も

可能 とす るよう開発 を進 めている。

このように、データベースの利用 におけるシソーラスの重要性 は今後 ともさらに高 まる もの と

思われる。

我が国のデータベースの国際化 を図 るために日本語情報の英文化が急がれているが、同時 にデ

ータベースの利用 に不可欠の ツールであるシソーラスの英文化 も重要な課題 である。 た とえデー

タベースが日本語の ままであって も、 シソーラスを英文化する ことは日本語データベースの利用

の道 を一歩開 くことになるだ ろう。

本章では以上 の観点から、 シソーラスの一般的な概要を述べる とともに 日経 シソーラスの作成

基準 を対比 させ、 さらに日経 シソーラスの概要 を述べることとす る。

2.シ ソ ー ラス の概 要

データベースの作成 ・利用におけるシソー ラスの一般的な役割 は、索引や検索 に用 いられる用

語 に関係の ある語 を示す ことに よって、 インデクサやサーチ ャーがよ り適切 な用語 を見 いだす こ

とがで きるよう導 くことである。 このため、 シソーラスは以下の ような構成お よび表示方法 をと

ることが多い。

2-1構 成 要素 、 語 の 関係

シ ソー ラスで規 定 され る語 の 関係 には、 通常 、次 の ものが あ る。

一55一



(1)上 位語 ・下位語:階 層関係

A、Bの 二つの語があって、AがBよ り広 い概念 を表す場合、AをBの 上位語(BT=Broader

Term)、BをAの 下位語(NT=NarrowerTerm)と 呼ぶ。階層関係 には次の ものがある。

(イ)属 関係:ク ラス ・メンバーの関係で上位語 はクラス、下位語 はメンバーにあた る。

(ロ)部 分全体関係:か らだや機械の全体 と部分や部品、地理的関係な ど。

(ハ)事 例関係:一 般名称(上 位語)と 固有の名称(下 位語)

日経 シソーラスでは検 索の便宜上、上記の外 にも階層関係 を設定 している。

(二)原 料 と粗製品:(例)金 一金地金、鉛 一鉛板

(ホ)行 為 ・現象 とその一部 あるいはそれに付随す るもの:

(例)外 交 一外交文書、経営 一営業権、食費 一エンゲル係数

階層関係において はある語が二 つ以上の上位語 を持 つケース もよく起 こりうる。 これを重合階

層関係 と呼ぶ。

(2)同 義語=等 価 関係

複数の用語が同一の概念 を表す場合。完全 に同義ではないが、索引や検索上で同義 として も支

障がない用語(準 同義語あ るいは検索同義語 と呼ぶ)も 含 まれ る。索引語 としては統制語(デ ィ

スク リプタ)が 優先的に使用 され、非統制語(あ るいは非デ ィスク リプタ)は"USE"の 指示 で、

適切な統制語 に導 くための 「導入語」 となる。等価関係 は表現の多様 性に起 因する ものであるが、

同義語が発生 しやすいケース として以下の ものがある。

(イ)日 本語 と外来語

(ロ)略 称 とフルネーム

(ハ)俗 語 ・俗称 と正式名称 ・標準名 あるいは新語 と旧語:

(例)首 切 り一解雇、青空駐車 一連法駐車1

日経 シソーラスで は、同義語の内の どれ を統制語 にするか特 に基準 を定 めていない。

(3)関 連語あるいは参照語=連 想関係 あるいは参照関係

上位 ・下位や同義 の関係でな く、連想 または参照関係 にある語 を関連語(RT=RelatedTerm)

とい う。 この関係 は相互的であることを原則 にする考 えもある。

また、姉妹語(直 近の上位語が同一)は 一般には関連語 として扱わない場合が多い。

連想関係 には以下の ものがある。

(イ)部 分全体関係:階 層関係でな く連想関係 にとどまる場合。

(ロ)学 問分野 と対象:(例)地 震学 一地震

(ハ)行 為 ・操作 と行為者 ・対象 ・道具 ・結果:(例)禁 煙 一たば こ

(二)職 業 とそれ に従事 する人:(例)会 計 一会計士

(ホ)原 材料 と製品

(へ)反 対概念:(例)売 りオペ ー買 いオペ

日経 シソーラスでは関連性が強 い語 は階層関係 に位置づけてい る。かわ りに参照語(SA=See
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Also)を 設 けて、索引者や検索者が よ り適切な語を発見で きる手引 きとしている。SAの 参照関

係 は一方向で もよい。

2-2表 示方法

この ような語 の関係 を表すた めに、 シソーラスは50音順表示 また は体 系表示のいずれかまたは

両方 を とるのが普通である。 日経 シソー ラスにおいては、両方式 を併 せた冊子体 を作成 してい る。

(1)50音 順表示 またはアルフ ァベ ッ ト表示

見 出し語 を50音 順(ま たはアル フ ァベ ッ ト順)に 配列 して、その語のス コープノー ト(注 釈)

お よびすべての下位語、上位語 の階層関係、 さらに関連語(あ るいは参照語)を 表示する。見出

し語が非統制語の場合 には"USE"の 表示 によって統制語 を示す。

語 の中には、関係する語 を一つ も持たない場合があり、 日経 シソーラスでは これを孤立語 と呼

んでいる。

(2)体 系表示

概念 に よって語 を分類 して、 それぞれの分類中に最上位語 か ら最下位語 までの階層関係の ツ リ

ー構造 を表示する。

3.日 経 シ ソ ー ラ ス

冒頭 に述 べ た ように 日経 で は1975年 か ら新 聞記 事 データベ ー ス を作成 して お り、 記事 に付 与 さ

れ た キー ワー ドの語彙 数 は50万 語 に及 んで い る。 これ らキー ワー ドの管 理 は、 キ ー ワー ド辞 書

フ ァイル 、 シソー ラス フ ァイル、 対 応語 フ ァイル の三つの フ ァイ ル を管 理 す る こ とに よって行 わ

れ て い る。

3-1キ ー ワー ド辞書 フ ァイル管 理

キー ワ ー ド辞 書 は 日経 の記 事 デ ー タベ ー ス に付与 された キー ワ ー ドの集 合 で、 キー ワー ド辞 書

フ ァイ ル に収録 され てい る。収録 項 目 は キー ワー ドのカテ ゴ リー、 漢字 表 記(2バ イ ト文 字)、 カ

ナ読 み(1バ イ ト文字)、 登録 日ナ ンバ ー(キ ー ワー ド固有 の数 値 コー ド)等 で あ る。管 理 の主 な

内容 は、 キー ワー ドの カテ ゴ リー 分 け、 表記 の統 一 、略語 ・略称 の管 理 等 で あ る。

◇ キー ワー ドの カテ ゴ リー

(語数 は1991年1月 現在)

会 社 キー ワー ド

体

名

目

界

目

団

人

品

業

項

〃

〃

〃

〃

〃

164,384語

71,340

126,913

7,869

423

6,711
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地域 〃433

補助 〃122,651

上記の内、会社、団体、人名各 キーワー ドは固有名詞 であ り、 国内 ・海外 を問わず、記事の主

題 に関係 ある会社、団体 ・機 関、人名 を採用する。表記法 は原則 として日本国内の会社、 団体、

人名 は正式名称、海外 はカタカナ書 きである。

品目、業界、項 目、地域の各 キー ワー ドは統制語であ る。

補助 キーワー ドは統制 されない自由なキーワー ドであ り、統制語では表現で きない特殊 な概念

や細かな概念 を表現するた めに用い られ る。ただ し、主 となる索 引は統制語であ り、主題概念 に

もっとも近い統制語 を付与 した上で、その補完 として補助 キー ワー ドを用いることが原則 である。

なお、以上の外 に記事 中に出現す る一般名詞 もfreetermと して検索 に使用できるよう記事 デ

ータに付与され る
。

◇ キーワー ド表記(漢 字表記)

キー ワー ドの表記法 は新聞表記 に準ず るのが原則であ る。ただ し、次の ような同型異義語が発

生 する場合がある。

(イ)分 野が異なる:(例)ド ライバー(ね じ回 し、運転手、 ゴルフのクラブ)

(ロ)英 語の略語:(例)CD(キ ャッシュディスペ ンサー、 コンパ ク トディスク)

(ハ)固 有名詞 と普通名詞:(例)ラ イオ ン(会 社、動物)

(二)固 有名詞同士

上記の内、(イ)、(ロ)は 言い換 え、(二)は か っこ書 きの限定句(主 に企業名が多いので、業

種、所在地な ど)を 付 する。

◇略称 ・略語の管理

会社名などの固有名詞 は正式名称あるいはフルネーム を索引語 として用いるのが原則であ り、

記事中に現れる略称や略語 を正式 な表記のキーワー ドに転換す ることが必要である。 キー ワー ド

辞書 ファイルには これ らの略称 ・略語 と正規の索引語の対応関係 も収録 されている。

3-2シ ソー ラス管 理

日経 シソーラスは統制語の管理が中心である。 ファイル と冊子体があ り、ほぼ3年 に1回 、定

期的にメンテナスを行 っている。

(1)基 本構造

統制語(品 目、業界、項 目、地域の各カテゴリー)同 士の階層関係、参照関係 を規定。 また非

統制語の中か ら、比較的出現頻度 の高い語 を選んで同義語 として統制語 と対応づけている。階層

関係 には以下 の制限がある。

(イ)階 層の レベルは6段 階。つ まり最上位語(最 下位語)は5段 階の下位語(上 位語)を 持つ

ことができる。
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(ロ)直 近下位語 のMAXは40語 。直近上位語 は5語 。

(ハ)最上位 語か ら最下位語 までの一つのツリーに収録 できる語のMAXは200語 。ツ リーが大 き

くな りすぎない ように本来 は上下関係にある もので も、階層構造か らはずす場合がある。

(2)シ ソー ラス ・フ ァイ ル

統 制語 の階 層 関 係 の み を収録 。見 出 し語 を レコー ド ・キー と して、見 出 し語 を中心 に した下位

語 、上位 語 の ツ リー を配 列 として持 つ。 シ ソー ラ ス ・フ ァイル は、冊子 体 の 「日経 シ ソー ラス」

を製作 す る ほか に、 サ ー ビス用 のデー タベ ー ス を作成 す る際 に、各記事 デー タ に付 与 され た キ ー

ワー ドの上 位語 を 自動 的 に付 与 す るた めに用 い られ てい る。

(3)冊 子体のシ ソーラス

シソーラス ・フ ァイルの階層関係 に、別途作成 した参照語 データ、同義語データを加 えて作成

する。50音 順表示 および体系表示 としてのキー ワー ド分類表(分 野別シソーラス)が ある。

(イ)50音 順表示

1985年 版 まで は、各見 出し語 に、下位語 ・上位語 のツリーや参照語 とスコープノー トを表示 し

ていたが、ペ ージ数の増加 によってハ ンデ ィな取 り扱 いが困難になって きたため、1988年 版 では

分類表 を主体 に した ものに改めた。50音 順表示は索引であ り、当該キー ワー ドを含むツ リーが掲

載 されているページを表示 している。

(ロ)分 類表(分 野別 シソーラス)

以下 に示す22の 大分類 と151の 小分類 に分けて、上位語か ら下位語へのツ リーを表示 している。

◇大分類

1共 通

2経 済 ・産業

3経 営 ・企業

4農 林水産

5食 品

6繊 維 ・木材 ・紙パ

7資 源 ・エネルギー

8金 属 ・土石

9化 学

10機 械 ・器具 ・設備

11電 子電機

12情 幸艮・i通信

13建 設

14流 通 ・サー ビス ・家庭 用 品

15環 境 ・公 害

16科 学 技術 ・文 化

17自 然界

18国 際

19政 治

20地 方

21社 会 ・家庭

22地 域

3-3対 応語 フ ァイル管理

非統制語(補 助 キー ワー ド)と 統制語の対応関係 をファイル(通 称 「親子 ファイル」)に 収録 し
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ている。 日経 の記事 データベースは統制語 が主体 になっている。記事の主題 を表現するspecific

なキー ワー ドが補助 キーワー ドしかない場合 で も、最 も近い統制語 も併せて付与す るのが原則。

親子 ファイルはこの作業 をある程度 自動化 するために必要なファイルであ る。

非統制語 と統制語の対応関係 としては、同義語の外 に次 のケースがある。(例 はいずれ も左が非

統制語)

(イ)非 統制語が統制語の下位語 である もの:(例)LNG火 カ ー火力発電

(ロ)検 索上密接 な関係にあるもの:(例)放 映権 一テレビ

(ハ)非 統制語の概念 を複数の統制語で表現で きる もの

(例)AF－ 眼レフカメラー一眼 レフカメラ、 自動焦点カメラ

3-4今 後の課題

(1)自 然語 との対応

記事 データベースには索引語 として 自然語 を用 いる ものが増えて きている。 自然語 は同義語や

類義語 などの処理 を適切に行わない とヒッ ト率が著 しく低下する。 また、統制語 を用いる場合 に

で も、50音 表示や分類表示か ら適切な用語 を見付 けだすのではな く、「思い付 いた言葉」か ら容易

に統制語に導かれる工夫が必要である。 このように、今後 のシソーラスの整備は、膨大 な数の自

然語同士の関係づけや統制語 との対応関係 を充実 させてい くことが課題 となっている。

(2)機 械 による検索支援

日経 シソー ラスに限らず、 これまでの シソーラス は冊子体が主流だ ったが、 よ りユーザーフレ

ン ドリーな検 索のためにはシソーラスをコンピュータに組み込んでデ ィスプレイ上 に表示するこ

とが必要であ る。特 に、(1)に 述べた自然語 の同義 ・連想関係や統制語 との対応関係 を充実 させ

る ことによって、利用者が 「思いついた言葉」 を入力するだけで、同義語 や関連語あるいは対応

す る統制語 を表示 した り、 自動的に検索 を実行 した りするな どの機能が不可欠で ある。

(3)英 文 シソーラスの作成

日本語のデータベースを英文化するには、完全 な機械翻訳が実現するまでは、多 くの人手 と経

費がかか るが、データベースの国際化の第一歩 としてまず シソーラスやキーワー ドの英語化か ら

着手することも必要であ り、欧米 の利 用者 か らの要望 もある。
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分 野別 シソー ラスの例(])

情報 ・通信一般

情報(品) ・中古車情報 ・ ・光 通 信 ・ ・航 空 便

・イ ベ ン ト情 報 ・統計情報 ・ ・フ ァク シ ミ リ通 信 網 … ク ー リ エ サ ー ビス

・医療情報 ・投資情報 ・テ レビ会 議 ・切 手

・海外情報 ・ ・株 式 情 報 ・テ レポ ー ト ・ ・記 念 切 手

・ ・カ ン ト リ ー リ ス ク ・ ・債 権 情 報 ・電子掲示板 ・小 包

情報 ・フ ァ ッ シ ョ ン 情 報 ・電 子 メ ー ル ・私 書 箱

・価格情報 ・不動産情報 ・電 話会 議 ・速 達

・画像情報 ・・住 宅 情 報 ・PCM ・は が き

・ ・図形 情 報 ・文字情報 ・プ ロ ト コ ル ・ ・絵 は が き

・ ・地 図情 報 ・・文 献 情 報 ・ ・MAP ・ ・広 告 は が き

・ ・立 体 映像 ・レ ジ ャ ー 情 報 ・ ・OSI ・ ・年 賀 はが き

・企業情報 ・・観 光 情 報 通信料金(項) ・フ ァ ッ ク ス 郵 便

・ ・経 営 者情 報 ・ ・ス ポ ー ツ情 報 ・テ レ ッ ク ス 料 金 ・郵便番号

・技術情報 ・ ・旅 行 情 報 ・電 報料 金 ・郵便振替

・ ・特 許 情 報 情報化社会(項) ・電 話料 金

・気象情報 ・高度情報社会 ・郵 便料 金

・求 人 情 報 通信(品) テ レ ックス(品)

・ ・ア ル バ イ ト情 報 ・移動 体 通 信 シ ス テ ム 電気通信事業(品)

・行政情報 ・衛 星通 信 電報(品)

・軍事情報 ・音 声 メ ー ル ・国際電 報

・経営情報 ・画像通信 ・祝 電

・ ・人 材 情 報 ・通 信 回線 電話(品)

・ ・人 事 情 報 ・ ・公衆 回 線 ・ク レ ジ ッ ト通 話

・ ・販 売 情 報 ・'専 用 回 線 ・航空機電話

… 顧客情報 ・・デ ジ タル 回線 ・国際 電 話

・経済情報 … 高速デジタル回線 ・ コ レ ク ト コ ー ル

・ ・金融 情 報 ・・電 話 回 線 ・自動車電話

・結婚情報 ・デ ー タ通 信 ・船舶電話

・交通情報 ・ ・異 機 種 間 通 信 ・ダ イ ヤル イ ン

・ ・道 路情 報 ・・国 際 デ ー タ 通信 ・長距離電話

・個人情報 ・ ・デ ー タ 転 送 ・テ レビ電 話

・ ・個 人 信 用 情報 ・ ・デ ー タ 伝 送 ・転送電話

・産業情報 ・ ・DDX ・電 話予 約

・商品情報 … 回線交換 ・フ リー ダ イ ヤ ル

・信 用 情 報 … パ ケ ッ ト交 換 網 ・ホ ー ム テ レ ホ ン

・ ・個 人 信 用 情 報 ・ ・デ ジ タ ル 通 信 ・ボ ケ ヅ トベ ル

・生活情報 … 高速デジタル伝送 ・列 車 電 話

・地域情報 … デ ジ タル 通 信 網 電話番号(品)

・ ・タ ウ ン情 報 ・ …ISDN 郵便(品)

・地 価 情 報 ・ ・パ ソ コ ン 通 信 ・外 国郵 便
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分野 別 シ ソー ラス の 例(2>

情報産業,ニ ュー メデ ィア(1)

印刷(品) ・ ・住 宅 情 報 誌 ・ ・電 子 電 話 帳 ・住 宅 地 図

・オ フ セ ッ ト印 刷 ・ ・女 性 誌 ・同 人 誌 ・世 界 地 図

・活版 印 刷 ・ ・生 活 情 報 誌 ・ニ ュ ー ズ レ タ ー ・立 体 地 図

・カ ラ ー 印 刷 ・ ・タ ウ ン 誌 ・PR誌 ニ 三 一 メ デ ィ ア(品)

・曲面 印 刷 ・ ・男 性 誌 ・復 刻 版 ・VRS

・グ ラビ ア印刷 ・ ・パ ズ ル 誌 ・古 本 ・AM多 重放送

・軽 印刷 ・ ・ ビ ジ ネ ス 誌 ・ ム ッ ク ・衛星放送

・平版印刷 ・ ・フ ァ ッ シ ョ ン雑 誌 情報サービス(品) ・FM多 重放送

・立体印刷 ・ ・ ミ ニ コ ミ ・結 婚 情 報 サ ー ビス ・CATV

広告(品) ・自費 出版 ・コ ン サ ル テ ィ ン グ ・ ・CCTV放 送

・イ ン フ ォ マ ー シ ャル ・写 真 集 ・情 報 処 理 サ ー ビス ・ ・Hi-OVIS

・屋外広告 ・書 籍 ・ ・計 算 ゼ ン タ ー ・静止画放送

・ ・ネ オ ン サ イ ン ・ ・育 児 書 ・ ・ ソ フ ト ウ ニ ア サ ー ・双 方 向 テ レ ビ

・折 り込 み広 告 ・ ・絵 本 ビ ス ・ ・Hi-OVIS

・カ タ ロ グ ・ ・教 科 書 … ソ フ ト ウ エ ア ハ ・テ レ テ キ ス ト

・ ・カ タ ロ グ雑 誌 ・ ・再 版 本 ウス ・ ・文 字 多 重 放送

・求 人広 告 ・ ・ザ ラ 紙 本 ・情 報 提供 サ ー ビ ス ・テ レ ポ ス ト

・広告代理業 ・ ・参 考 書 ・ ・ 工P ・ハ イ ビ ジ ョ ン

・CF ・ ・時 刻 表 ・ ・気 象 情 報 サ ー ビス ・PCM放 送

・CM ・ ・辞 書 ・ ・情 報 検 索 ・ビ デ オ テ ッ ク ス

・ ・CMソ ン グ … 国 語 辞 典 … 情報検索 システ ム ・ ・キ ャプ テ ン シス テ ム

・車体広告 … 電 子辞 書 … 代行検索サービス … プ ラ イ ベ ー ト

・新聞広告 ・ ・児 童 書 ・ ・デ ー タ バ ン ク キ ャ プテ ン

・タイ ア ップ広告 ・ ・社 史 ・ ・テ レ ホ ン サ ー ビ ス ・ ・ テ リ ド ン

・チ ラ シ ・ ・紳 士 録 ・ ・電 光 ニ ュ ー ス ・ ・テ レ テ ル

・DM ・ ・図 鑑 ・シ ン ク タ ン ク ・ ・NAPLPS

・パ ン フ レ ッ ト ・ ・全 集 ・調 査 業 ・ ・ビ ル トシ ル ム テ キ

・POP広 告 ・ ・専 門 書 ・ ・興 信 所 ス ト

・比 較広 告 ・ ・単 行 本 情報産業(品) ・ ・プ レ ス テ ル

出版(品) ・ ・電 話 帳 新聞(品) ・ ・ ミ ニ テ ル

・機 関誌 … 電子電話帳 ・学校新聞 ・フ ァ ク シ ミ リ新 聞

・ コ ミ ッ ク 誌 ・ ・年 鑑 ・機 関 紙 ・フ ァ ク シ ミ リ放 送

・雑 誌 ・ ・ビ ジ ネ ス 書 ・業 界 紙 ・ペ イ テ レ ビ

・ ・科学 雑 誌 ・ ・美 術 書 ・縮 刷 版 放送(品)
・ ・カ タ ロ グ雑 誌 ・ ・百 科 事 典 ・ス ポ ー ツ 紙 ・緊急警報放送

・ ・ク イ ズ 誌 ・ ・文 庫 本 ・フ ァ ク シ ミ リ新 聞 ・社 内放 送

・ ・月 刊 誌 ・ ・洋 書 ・夕 刊 紙 ・深 夜番 組

・ ・写真 雑 誌 ・ ・旅 行 書 製本(品) ・多 重放 送

・ ・週 刊 誌 ・電 子 出版 地図(品) ・ ・AM多 重 放送

・ ・就職 情 報 誌 ・ ・電 子 辞 書 ・案 内地 図 ・ ・FM多 重 放送
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情報産業,ニ ュー メデ ィア(2)

・ ・音 声 多 重 放送

・ ・文 字 多 重 放送

・テ レビ放 送

・衛 星放 送

・CATV

・CCTV放 送

・HトOVIS

・静 止 画放 送

・双 方 向 テ レ ビ

・HトOVIS

・テ レビ番 組

・テ レ ビニ 二 一ス

・ハ イ ビジ ョン

・フ ァ クシ ミリ放 送

・ペ イテ レビ

・UHFテ レ ビ

・PCM放 送

・報道 番 組

・有線 放 送

・CATV

・CCTV放 送

・HトOVIS

・ラ ジ オ放送

・AM放 送

…AM多 重 放送

・FM放 送

・ミニFM放 送

・短波 放 送

マス コ(品)
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画 像応 答 シ ステ ム

→VRS146

画 像情 報138

画 像処 理143

画 像処 理 シス テ ム143

回 線処 理 装 置

→ イ メ ー ジプ ロセ ッ

サ ー140

画 像通 信138

画 像 デ ー タベ ース143

画像入力装置

火葬場

過疎F

家族

家族F

家族計画

※ 避妊

※ 避妊薬

141

153

244

245

247

10,243,245

230

108

※ 避 妊 用 品230

家 族 計 画F11,244,247

家族旅行

可そ剤

過疎白書

ガソホール

ガソリン

ガ ソ リンニ ンジ ン

ガ ソ リンス タ ン ド

ガ ソ リン添加 剤

238

102

1

81,88

81,86

115

160

102

カ タ ール249,250

カ タ カナ174

家 宅 捜索240

家 宅 捜索F242

形 削 り盤117

形 鋼93

カ タ ログ146

カ タ ログ雑 誌146

カタ ログ販 売55

カ タ ログ販売F

型 枠

可鍛 鋳 鉄

カチ オ ソ染料

カチ オ ン塗装

57

152

93

109

178

50音 順索 引の 例

価値観

価値観F

家畜

家畜飼育

家畜廃棄物

課長

かつ才s

かつお節

学会

楽器

楽器店

学校

※ 校舎

学校移転

学校移転F

学校給食

学校教育

学校教育F

学校教育法

学校教育法F

学校新聞

学校法人

学校誘致

学校誘致F

滑剤

合算課税

合算課税F

活性アル ミナ

活性化

活1性化F

活性炭

滑走路

4

4

8

6

6

2

7

7

つ
乙

り
乙

1

1

q
乙

5

7

9

3

9

6

0

0

5

8

9

8

3

6

7

4

8

9

8

9

6

5

4

3

5

2

5

1

1

6

2

2

0

0

4

2

2

1

2

1

1

2

2

2

2

1

201

11,221,225

102

24

25

100

16

17

97,100

160

カ ヅタ ー ナ イ フ96,167

褐炭

褐炭液化

活断層

ガット

活版印刷

割賦販売

※

割賦販売F

ク レ ジ ッ ト

割賦販売店

86

86,88

187

191

146

55

31

57

159

カ ップ め ん72

カ ップ リング剤102

合 併 →企 業 合 併45

か つ ら167

カ テ ー テル230

家庭245

家庭 医7,230

家 庭 医薬 品108

家 庭F247

家庭教育

家庭教育F

家庭教師

家庭菜園

家庭生活

家庭生活F

家庭用サウナ

家庭用精米機

カテコール

家電

家電業界

家電業界F

家電業界L

家電量販店

果糖

華道

過当競争

※ 販売競争

過当競争F

稼 働 率

稼 働 率F

カ ドミウ ム

カ トリ ック

カ ドリニ ウ ム

つ
乙

つ
乙

2

8

Q
O

7

り
乙

2

り
乙

2

5

7

8

3

5

7

6

9

1

4

3

4

3

9

1

8

0

5

1

3

4

5

3

5

4

4

2

6

4

4

2

1

0

3

4

4

4

5

7

3

2

5

2

5

5

8

7

8

つ
乙

2

1

1

1

1

36

1

2,371

,

,

1

1

1

0

ー

レ

つ
乙

2

4

,

'

O
O

-

り
乙

カ ド リ ニ ウ ム ・ガ リ ウ

ム ・ガ ー ネ ッ ト

→GGG

金網

金型

神奈川

金具

カナグ

カナダ ドル

131

96

113

248

96

251

26,196
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カナ リア

か に

カ ヌー

カネ ミ油 症

刀ハ ン

か び

か び取 り剤

※ 防かび剤

249

70

235

169,233

167

190

102

102

カ フ ニテ リア164

カ フ ェバ ー164

株 価30,34

株 買 い 取 り45

※ 株 売 却51

株 買 い取 りF47

株 価F32,35

株 価 指数30,34

株価 …F旨数F32,35

株価 指 数 先 物40

株 厄 指数 先 物F41

株価 見通 し1

株価 見通 しF2

歌舞伎

株先50

株式

株式F

株式会社

173,238

40

34

35

45

株 式 買 い取 り権 付 き社

債 → ワラ ン ト債

34,51

株 式 公 開34

株 式 公 開F35

株 式 公 開 買 い 付 け

→TOB45

株式先物市場30,34,40

株 式 先物 市場F

32,35,41

株 式 市 場30,34

※ イ ンサ イ ダ ー

取 引240

※ 出来 高1,20

株 式 市 場F32,35

株 式 ↑青報138
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策4部 機械翻訳の利用の現状

第1章

第2章

第3章

G-SEARCHの 機械翻訳 によ る海外提供

日本 貿易振興会(ジ ェ トロ)に お ける

機 械翻訳利用の現状

EC委 員会 におけ る機械 翻訳 システムの利用





第1章G-・SEARCHの 機械 翻 訳 に よ る海 外 提 供

1.は じめ に

首記 について述べ る前 に、私共のオ ンラインデー タベースの現状 について若干触れてみたい。

「よ り多 くの御客様 に利用を!」 をコンセプ トに富士通、富士通FIPと 共 に日本初のゲー トウェ

イ トによる統合 データベース 「HINETG－ サーチ」 として国内外 にサー ビスす ると共 にシステム

の改善等い くつかの課題 に取組んで きた。

この ような状況の中で1991年1月 、平和情報セ ンターの一部門であった「HINET部 門」を切 り

離 し、富士通 と合弁 で㈱ ジー ・サーチを設立 し、様々な課題 に対 して各社 の技術力、 ノウハ ウを

結集 して大いなる発展 を目指 している。

図1G-SEARCHネ ッ トワーク

各 種

デー タ ベ ー ス

各 種

デー タベー ス

各 種

デー タベ ー ス

各 種

デ ー タベ ー ス
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2.G-SEARCHの 特 長

G-SEARCHは 企 業情 報、 ビジネス情報 、専 門 情 報 な どの約40の 国 内デ ー タベー ス ・サー ビス、

INFOCUEを 通 じ約800の 海 外 デー タベ ース ・サ ー ビス が利 用可 能 な、ゲ ー トウェイ を利 用 した相

互検 索 システ ムで あ る。

2-1主 な特 長

1)ひ とつのID番 号でG-SEARCH加 入の各 センターヘアクセスできる。

2)ユ ーザ は1度 の契約でG-SEARCHの 提供す る全データベースの検索が可能である。

3)ゲ ー トウェイ との特殊 プロ トコルに よりデー タベ ース間の高速切 り替 えを実現 している。

今後 も各種の改善 を進 め、①オ ンライン問い合わせ対応、②各センター間で異なるシステムの

利用方法の統一化 などを実施 する予定である。

3.デ ータベースの海外提供 と問題点

「HINET」 時代 に開始 されたデータベースの海外提供 は、 その基本的 な考 え方 を継 承 しつつ、

その経験 と反省 を踏 まえ、 よ りダイナ ミックに、 よりシステマティックに展開 される。

但 し、現在 もマーケッ トサイズ、ニーズについては把握 できていない。阻害 している問題、つ

まり

① ター ミナルの問題

②言語の問題

③ ネットワー クの問題

④販売チ ャネルの問題

⑤ 日本情報の総合的なPRの 問題等

も解決には至 っていないが、 この度富士通開発の機械翻訳 システム 「ATLASII」 を中心 とした

外国人用オンラインデータベースシステム「SCANFILE」 とG－ サーチを リンクさせ,そ のプ ロ ト

タイプを1991年5月 フランスで開催 される 「第3回 日本情報 に関する国際会議」 に出展、説明 の

運び となった。

4.SCANFILE開 発 の 背 景

上述の問題点①～②、特 に②項に対 し、機械翻訳 システムを利用することによ り問題解決 に寄与

する ところか らは じまった。今 もデータベースにおいては一部英文化 された情報が海外 に提供 さ

れているが、量 ・質 とも充分 とは言 えない。 しか し人手に よる翻訳作業 はコス トが掛か るうえ、

時間 も要し、データベースの海外提供 を阻害 している。

他方、機械 翻訳 システムの研究開発 は、多 くの大学、研究所な らびにコンピュータメーカで行

われているが完全 自動翻訳 までには至っていない。
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現状では科学技術の関連やマニ ュアルなどの ように対象 とす る文章 の分野 を絞 って、組織的な

翻訳業務の一部で取 り入れ られは じめている。

翻訳精度については、 ここ数年で解析可能な表現がかな り増 えてきてお り、いか に実務 の中に

うまく取 り入れ るか、 またいかに使い こなすかがポイ ントになって きている。従って、データベ

ース検索システムにいかに リンクさせ るか とい う視点で開発が はじまったのである。

4-一一1機 械 翻 訳 シ ス テ ム 「ATLAS」 の 概 要

富士通では1983年 か ら機械翻訳 システムの開発 に取 り組み、1985年 か ら販売 を開始 した。 その

翻訳方式 は中間言語方式 を採用 し、概念構造 という表現形式で入力文 を理解するのである。

また、ATLASの 辞書 は各言語 に1つ あ り、解析、生成両方 の情報 を含み、他言語の辞書か ら

独立 している。

各言語 に共通の概念記 号によ り、辞書間の対応 をとることで多言語翻訳が容易 に行 えるのであ

る。

4-2「SCANFILE」 の 概 要

富士通、富士通 アメ リカ、富士通FIPの3社 は共同でデータベースサー ビス と機械翻訳 システ

ムを統合 した機械翻訳利用 のオ ンラインデータベースシステムの実現を目指 してきた。

1988年11月 の米国のCOMDEXで は日経 テレコムを対象 としたデータベース翻訳 システム を

参考出展 し、 さらに1989年8月 の米 国IFIP(世 界 コンピュー タ会議)で デモ ンス トレーシ ョンを

実施 した。 この出展で はコンピュータ関連の記事約1000件 を対象 に翻訳 デモを行 い、非常 に高 い

関心 を集 めた。

この システムを通 じて、米国での関心の強 さと潜在需要の大 きい ことを確信 した。以上 の経験

を基 に、本格的な商用サー ビスに向け検討 を重ね、「SCANFILE」 の試用 システムを作成 し、1991

年3月 よ り米国でフィー ジビリテ ィ ・スタディを開始 した。

SCANFILEの 特長 は、 日本語 のデータベースをあたか も英語 のデータベースのように利用 で

きる点 にある。

その概要は以下の通 りである。

1)英 語のキーワー ドを受 け付 けて 日本語データベースを検索 し、検索結果を英文で返却す る。

2)機 械翻訳 を使用 して日本語 の情報 を リアルタイムに翻訳す る。

3)正 確な訳文が必要 の場合 は翻訳者 による後編集サー ビスをす る。

図2に 試用 システムの構成 を示す。先ず、キーワー ドを英語 で入力する と、 それを日本語 に変

換 し、 日本語データベースをキー ワー ド検索 して検索結果(日 本文)を リアルタイムに機械翻訳

して英文 にし、 それを画面 に表示する。翻訳、データベースなどのすべて
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図2シ ステム構成
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の機能 は日本側 のホス トコンピュータに持たせた。 その為、端末側の機能は英数字の入出力のみ

とな り、廉価な端末で も使用可能である。 フィー ジビリテ ィ ・スタディでは、各評価ユーザ は、

米国で広 く普及 しているパ ソコン端末 を使用 している。

また、機械翻訳 による リアル タイム翻訳の システム としては、

1)英 語のキー ワー ドを日本語に変換する

2)日 本語 キー ワー ドを検索す る

3)検 索結果 を日英翻訳す る、の3つ の部分か ら成 る。

1)の 課題 は単 なる英 日翻訳 では不十分な ことである。 つま り対象 とするデータベースのキー

ワー ドその ものにマ ッピングする必要がある。 しか もキーワー ドはデータベースに特有 に付与 さ

れている。 デー タベー ス毎 にマ ッピングする必要がある。 その為に、前 もって対象 とす るデータ

ベースからキー ワー ド(日 本語)を すべて集め、ATLASを 用いて日英翻訳 し日本語単語 と英単

語の対応 テーブル を作成 してお き、 それ を用いて其 日翻訳 をする。

この方法である と各 データベース毎に某 日変換テーブル を作成す ることにな り、 また新たなキ

ーワー ド追加 に伴い頻繁 に更新す る必要があるが、検索精度 を高 めるには止む を得 ない と考 える。

更に、英文 によるキー ワー ド検索の機能強化 として同義語や類義語 への 自動展開機能な どを付

加 してい くことが今後 の課題である。

2)の キー ワー ド検 索処理 は、現行のデータベース検索 と同一 である。

3)の 日英翻訳では、ATLASを 用いて実現 している。

いずれにして もこの部分の翻訳精度が このシステムの鍵であ り、機械翻訳の側面か らする と、

データベースの文章 は、標題文で多 く見 られる省略表現や、抄録、全文でみ られる一文がかな り

長い表現など、機械翻訳 に困難 な表現が数多い。

標題 に多 く見 られ る助詞の省略や辻語 の省略のある表現 については、前 もって典型的な標題 文

の表現の特徴 を分析 し、文解析文法に特有表現用の文法ルール を追加 して翻訳率 を上 げている。

また長文 については、 自動的に短 く分割す ることにより、翻訳率 を上 げる と共 に、読み安 さを

向上 している。

翻訳精度の向上 は今後 も継続 して努力 してい くテーマで あるが、特 に新語の対処が難 しい。会

社名、人名、商品名 な どが新語 として限 りな く発生 し、 これ らを継続的 に辞書に登録する ことは

必要で あるが、別のアプローチ として、 これ らの固有名詞 を自動的 に認定 して、その ままローマ

字変換す るなどの代替案 も研究 中である。

最後 に後編集サー ビスについて触 れておきたい。 このシステムでは、検索 しなが らリアルタイ

ムに翻訳するだ けでな く、翻訳者 による翻訳の 「後編集サー ビス」を用意 している。利用者 は、

リアルタイム翻訳機能で ほしい情報 をサーチし、 その正確な訳文 を必要 とする時には、当システ

ムの後編集依頼 コマ ン ドを発行す ることにより、後編集結果 を受 け取 ることが可能で ある。

このように機械翻訳 システム と後編集サー ビスを リンクさせる ことによって、 よ り使いやすい、

実用的な システムを可能 としている。
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4-3SCANFILEの 実 用 化

本 格 的 な商 用 の サー ビス に対 して は、 まだ まだ 多 くの課題 が あ るが フ ィー ジ ビ リテ ィ ・ス タデ

ィ を通 し、 その 評価 を基 に1992年 には商 用 サ ー ビス化 し、 「G-SEARCH」 の海 外 提 供 に寄 与 し、

弾 みが つ くもの と考 えてい る。

尚、 フ ィー ジ ビ リテ ィ ・スタ デ ィの内容 に つい て は以下 を考 え てい る。

1)日 本情 報 の ニー ズ調査

2)機 械翻 訳 の仕組 み(シ ス テム)に 対 す る評 価(品 質 、価格)

また、 スケ ジ ュー ル として は6ヶ 月予 定 して お り、 第1フ ェーズ は主 に情 報 に対 す るニ ー ズ並 び

に品質 ・操作 性 、第2フ ェーズ は市場規 模 と価格 を評価 す る。
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第2章 日本貿易振興会(ジ ェ トロ)に おける

機械翻訳利用の現状

1.は じ め に

日本貿易振興会(以 下 ジェ トロ)に おいて、翻訳(現 地語→ 日本語、 日本語→現地語)の ニー

ズは近年増大 の一途 をた どっている(詳 細は後述)。 このような中にあって、 これ まで も機械翻訳

の活用 を検討 してきたが、以下 に述べるような問題点の解決 を待 ってい るのが現状 である。

2.翻 訳精度への期待

翻訳後の文書への手直 し作業 を極力軽減するために、翻訳精度の一層の向上を図 る必要が ある。

このためには、①適切 な辞書の作成、②入力文書記述方法の検討、等 の問題 を早急 に解決 する

必要がある。

2-1適 切 な辞書の作成

これ を実現するためには、

1)十 分な言葉 を含 んだ辞書の作成、

2)辞 書登録の簡便 な方法の開発、

3)利 用者 固有の辞書作成 を可能 にする方法の開発等が考 えられる。

(1)十 分 な言葉 を含 んだ辞書の作成

この ことは単に登録語彙 の増加 を意味するのみな らず、同一文字で意味の異 なるものを登録 す

る必要がある。 また、熟語、慣用句等を登録 して翻訳精度 を向上 させることも重要である。

また、訳語 の出現はLastUseFirstOutの 原則であ ることが望 ましい。

(2)辞 書登録の簡便 な方法の開発

メーカー側が作成 し提供す る辞書のみでは十分であるとは決 して言 えないのが現実であ る限 り、

ユーザー にとってはな るべ く簡便な方法によって辞書登録が可能 となることが重要で ある。

(3)利 用者固有の辞書作成 を可能にする方法の開発

この ことは、上記(2)と も関連するが、翻訳 システムをパ ソコン上に構築 し個人 で使用する

か、 ホス ト等ワー クステー ション上 に構築 し多数で共有 するかによるが、現状では後者が一般的

である。 そこで利用者毎 に辞書 を作成可能にしておかない と不都合が生 じる場合が多い。

2-2入 力文書記述方法の検討

誤訳の少 ない文書の記述方法、誤訳が生 じ易い文書例等 を多数紹介 し、ユーザーに予 め入力文

書作成時に十分注意 させ るような訓練が必要である。

さらには、誤訳の事例紹介 を恥ずか しが らずに、積極的に公開 した り、適切な翻訳事例 を紹介す
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る こ と も一 方 法 で ある。

2-3後 処理 を軽減 させる機能 の開発

翻訳精度の向上を図るのみならず、後処理の作業 を軽減 させる工夫が必要である。例 えば、翻

訳後の文書 をその ままワープロ文書 として取 り扱 える様 にす る等の工夫が必要 である。 この こと

は、後作業 を軽減す るのみな らず、翻訳後文書 の浄書機能等多面的な作業の軽減 となる。

2-4翻 訳 対 象 文 書 の 機 械 翻 訳 機 へ の 入 力 方 法 の 改 善

翻訳 すべ き文書が磁気媒体 に記録 され ているケースが多い とは言 えない現状で は、文書入力の

負担が機械翻訳 の利用の妨げ となっている。これを解決す るために、OCR機 能の向上等、入力作

業 の軽減、時間短縮が一方で大 きな問題 となってお り、 この面での改善がなされ ることを期待 し

ている。

この ような問題点の解決がなされれば、次 に述べ るようなニーズがジェ トロには存在 し、非常

に活用 されるであろうことは論 を待たない。

3.出 版物 の作成

ジェ トロでは、年間相当数の翻訳 出版物 を作成 している。 これは、現地語 を日本語 に翻訳す る

のみならず、特 に近年は、 日本語 を現地語(主 に英語)に 翻訳 した出版物が急激に増 えている。

3--1現 地 語 か ら 日本 語 へ の 翻 訳

現地事情 を紹介 した文書、現地 の論調等 を日本語 に翻訳 ・出版 し、国内において現地事情 を理

解するための一助 とする。

3-2日 本語か ら現地語への翻訳

日本市場 の紹介、 日本 の主張の紹介等 を現地語 に翻訳 ・出版 し、現地での対 日理解 を促進する。

ここで、「日本語か ら現地語 に翻訳 した 出版物の作成」にお ける作業の流れは次 の とお りである。

(1)日 本語 による原稿作成(手 書 きが主)

(2)現 地語への翻訳

(3)版 下作成 ・印刷

この ように、殆 どを人手 によってい るのが現状 である。 これ までに も、何度か機械翻訳 の活用

を研究 して きたが、実用に至ってない。

今後 の方向 として、

(1)日 本語 ワープロによる原稿作成、

(2)日 本語 ワープロ文書 を入力 とした現地語への翻訳(現 地語 ワープロ)、

(3)DTPを 活用 して、現地語 ワープロ文書か ら版下作成 ・印刷
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へ と、入力の人手 を極力減 らす ように努力する必要がある。

4.デ ー タ ベ ー ス の 開 発

日本 の輸入促進策の一環 として、 ジェ トロでは企業 ・商品情報、 日本市場 情報、制度情報 を中

心 に、下記の ようなデータベースを開発 し、国内50ヶ 所の経済 国際化セ ンター を通 じて提供中で

ある。

近 い将 来には、国内VAN(複 数)を 経 由して、手持ちのパ ソコンで利用可能 となるような、情

報の一般公開 も検討中である。

4-1企 業 ・商 品 情 報

★1)国 内の輸入関心企業 ・商品情報

◎2)海 外の対 日輸 出関心企業 ・商品情報

3)国 内の最新輸入商 品情報

4-2日 本 市 場 情報

★1)国 内の輸入品売れ筋情報

★2)輸 入急増商品の要因分析

◎3)商 品別市場紹介

★4)日 本で開催される見本市 ・展示会情報

★5)海 外で開催される見本市 ・展示会情報

4-3制 度 、等

☆1)輸 入手続 き(規 則)

☆2)商 品別輸入手続 き

3)個 人輸入関連情報

【注】★:日 本語、英語 の二重化 システム

☆:二 重化 システムを検討 中

◎:英 語のみ

無印:日 本語のみ

この ように、殆 どのシステムを日本語・英語 と二重化 してい るのが現状である。(提 供情報の端

末機 でのメニ ュー画面 は図1に 示す)

今後の課題 として、日本語 または英語 の入力後、英語 または日本語への機械翻訳 の活用 により、

データ更新の迅速化 を検討す る必要がある。
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図1提 供情報の端末機でのメニュー画面
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21JAPANlMPORTSTATlSTlCS

22MARKEＴAPPROACHlNJAPAN

23MARKEＴTRENDINFORMATION

241MPORTＴRENDNEWS

(N):JAPANESEONLY

<CATALOGUESHOPP|NG>

31MAlLORDERCATALOGUEGUlDE

<TRADEREFERENCECORNER>

411MPORTPROCEDURE|NFORMATION

421MPORTGUIDEBYCOMMODITY

<DATABASESYSＴEMONIMPORＴS>

66WINDS-DB

<ECONOMY&TRADElNF、SYS.>

77WtSE

<REFERENCE>

98USER'SGUIDE

991NFoRMAT|oNFRoMJETRO'

SELECTANUMBER

?

(COMMAND[≡:[≡NDOFSYST[≡M).

5.海 外事務所での活用

ジェ トロ事務所において、出版物のみならず、講演会 ・セ ミナー等 を多数開催 し、現地での対

日理解促進に努 めてい るが、 日本か ら送付 された資料 ・情報 を基に、講演会 ・セ ミナー用の資料

を現地で も作成 してい る。近年では、 日本市場に関する情報提供機能の強化のために、海外事務

所(38ヶ 所、平成3年3月 末現在)に マ ッキン トッシュを導入 し、現地の対 日輸出関心企業に対

して、 日本の輸入関心企業 ・商品情報、 日本市場の紹介等の情報提供 を実施 している。 このため

に、種々の情報 を日本語 と英語で準備 し、送付 してお り、 この面で も機械翻訳の実用化への期待

は非常 に高い ものがある。
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第3章EC委 員会における機械翻訳システムの利用

1.は じ め に

機械翻訳 という概念 はコンピューター と同 じ位古 くか ら存在するにもかかわ らず、技術的 にも

学問的に も関心 を持たれ る ことな く見過 ごされてきた。機械翻訳が再認識 されて きたのはこの2、

3年 のことであ るが、それは数 こそ少ないが、実際 に成功 している実用例 によって証明 されてい

る結果 に負 うところが大 きい。

このかな り急激な変化 に対す る説明 としては どんな事が あげ られるだろうか?第 一 に需要の

存在があげられ る。翻訳 に対 する需要は毎年約15%の 割合で増 え続 けてお り、 ヨーuッ パ諸 国の

言語 ばか りでな く、 日本語、韓国語、アラビア語、中国語 といった言語 間の翻訳 に対す る需要 も

盛んである。

次に要求 され る翻訳物のタイプに変化がお こって きた。50年 代 と60年 代 には、文学作品の翻訳

が主流であったが、70年 代、80年 代に入 ると、技術革新が進む中で、技術情報が最優先 され る様

になった。 そして最後 に国際政治、殊 にヨーロッパ における政治の変化 によ り、新 しいマーケ ッ

トが開かれ、多種言語 による ドキュメンテーシ ョン及びコ ミュニケーシ ョンに必要 な商品 とサー

ビスが益々多岐 にわたって求 められる様 になってきた。

現在使用 されてい るシステムのほとんどは60年 、70年 代 にアメリカで生 まれた ものである。そ

れ らは基本的に二つのカテゴリーに分けられ る。

すなわち、Logos,Spanam,Systranの 様に、より大規模で複雑なシステムは通常、中央集 中型

メインフレー ムの コン ピューターに設置されてお り、通信 によるアクセスが可能である。一方、

Smart,Weidner,LinguisticProductsと い った小規模でシンプルなシステムは、ユーザーの現場

にあるパー ソナル ・コンピューターによ り運用 されている。

翻訳の品質は、機械翻訳 に内蔵 されている言語 の組 み合 わせ、 ドキ ュメン トの タイプ、そ して

言 うまで もな く専門用語の網羅性の度合 によって左右 され る。 ある翻訳物が、 ある言語間の組み

合わせ にとっては妥 当なレベル となるが、他の言語 間の組み合わせにとっては、 よ り不満足な結

果 となる とい った事 は往々 にしてみられ る。

機械翻訳 システムのカバー している言語は現在の ところ良好 とい える。機能 しているシステム

のほ とん どはフランス語 と英語の相互翻訳機能 を持 っている。又、 ドイツ語 とスペイ ン語 は ソー

ス言語若 しくは対 象言語 としての機能 を持 ち合わせ ている。

英語 は、 ソース言語 として最 も高度 に開発 されてお り、対象言語 として、スペ イ ン語、オ ラン

ダ語、ポル トガル語、デ ンマーク語、スウェーデ ン語、 日本語、アラビア語 とい った数多 くの言

語 を持 ってい る。
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2.機 械翻訳の利用者

機械翻訳の利用者 は現在大 き く二つに分類 される。 それは、情報入手のために外 国語の文献 を

調べる必要のある人々 と自国語の資料 を提供す るために各種の対象言語 に翻訳 したい人々である。

機械翻訳 システムを活用 した情報調査の草分 けは、アメ リカ空軍である。空軍 では1970年 以来、

Systranシ ステムを利用 して最初 はロシア語か ら英語 に、 そして後 にフランス語 と ドイツ語か ら

英語 に翻訳 してきた。翻訳物 は、広範囲の技術分野 を網羅 してお り、空軍 はその翻訳 レベルに満

足 しているという。ヨーロッパでは、西独のKarlsrutheに ある原子力研究 センター(theNuclear

ResearchCentre)が 同じ様な機能 を有 してお り、 フランス語の研究論文 を英語 に翻訳 している。

どちらの場合 において も、機械翻訳 された ままの原稿が、主題別分野の専門家によって校正 され

るようになっている。

第二の利用 グループによる機械翻訳の最 も一般的な活用例 として、メインテナンス ・マニ ュア

ルの翻訳があげられ る。機械翻訳 システムのほ とん どは、 この分野で利用 されてお り、利用者 と

してはXerox,IBM,Dornier,Siemensの 様な大会社が上 げられる。そ こでは、かな り高度 な品

質が要求 されてお り、それを達成するために、 ソース ・ドキュメン トの入念 な準備、機械翻訳 シ

ステムの技術用語の信頼性確保及び最後 に人 による手直 しを組み合わせている。利点の主な もの

は、ス ピー ド(製品は外国のマーケ ットへ よ り早 く公開す る事が可能) 、一貫性 とコス トが上 げら

れる。

公共部門で も、NATO、 国連機関やEC委 員会 も、機械翻訳 を利用 して技術 レポー ト、行政資

料、会議議事録 の翻訳 を行 なっている。機械翻訳 のみでの品質は、利用者 の要求 を満たすには至

らないが、迅速 な後処理(一 時間4ペ ージの割合)に より、満足な品質にす る事が 出来 る場合 も

ある。

最後 に、フランスにおいては、Minitelネ ッ トワー クで、機械翻訳がかな り利用 され る様 になっ

て きている。GachotS.A.に より、Systranシ ステムを利用 してのオンライ ン ・サー ビスが提供

されている。

3.機 械翻訳研究の現状

ヨー ロ ッパ にお け る主要 な機械 翻訳 関連 の プ ロ ジ ェク トとしては、欧 州 共 同体 とその メ ンバ ー

国 に よ るEurotraが あ る。 ヨー ロ ッパ の言 語全 て に対 す るパ イ ロ ッ ト ・シス テ ムが1990年 末 まで

に完 成 す る予 定 で あ ったが 、一年 間延 期 され、1991年 末 の完成 を 目標 に現 在研 究 活 動 が続 け られ

てい る。

ヨー ロ ッパ にお け るそ の他 の プ ロジ ェ ク トと して は、 オ ランダのDLT(DistributedLanguage

Processing)と 、 当 初 はTexasか ら、 現 在 は ドイ ツ のSiemensに よ りサ ポ ー トさ れ て い る

METALが 上 げ られ る。
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4.EC委 員 会 のSystran翻 訳 シ ス テ ム

現在機械翻訳 は、インターナル・ネ ッ トワー クに接続 されてい るUnixを 使用 できる委員会 の誰

もが利用可能である。

現在 の ところ、毎月平均200件 にのぼるSystranを 使 った翻訳依頼が あるが、それは翻訳 ソフ ト

ウエアが搭載 されたAmdahl社 のメインフレーム ・コンピューター とリンクしている高性能のイ

ンフラス トラクチャーであるUNIXネ ッ トワークのたまものである。

これ ら依頼 のほ とん どは、いわゆるSystranRawService(人 的介入 なしの機械翻訳)を 利用

している部局 か ら直接来てお り、一方 その他の依頼 は、さまざまな手直 しを行 なっている翻訳部

門か ら来 てい る。実際 に、ブ リュッセル とルクセンブルグにある6つ の翻訳部門 は、急激に増 え

つづ けている仕事量 をさばいてい くためには、SYSTRANを どの様 に活用 すべ きか検討 してい

る。

利用者 に対す る回答時間の平均は通信 も含めて約12分 となってい るが、比較的短 い ドキ ュメン

トの場合 は3分 ～4分 以内で済 んでいる。

翻訳 の質 は、 言語間の組 み合 わせ、対象分野、 ドキュメン トのタイプによって、かな りなば ら

つきがみ られ るものの、利用者への調査 によれば、 このサー ビスに満足 している利用者 もぼつぼ

つ出て きているようである。

ではここで、委員会 におけるSystranの 歴史をた どり、それの開発 と応用面のキー となってい

る諸点 について論 じる事 とする。

1976年 以来、委員会ではSystranを 開発 して きているが、それはもともとアメ リカでい くつか

のヨーロ ッパ言語の翻訳用 に開発 された ものであった。現在38人 の職員 と契約 スタッフか らなる

チームが12組 の翻訳 システムの開発作業 を進 めている。すなわち、英語 か ら6ヶ 国語へ(フ ラ ン

ス、 イタ リア、 ドイツ、 スペイン、ポル トガルの各国語)、 フランス語 か ら4ヶ 国語 へ(英 国、 ド

イツ、オ ランダ、イタ リアの各国語)、 ドイツ語 から2ヶ 国語へ(英 語 とフランスの各国語)と な

っている。

これ までの経験 によれば、 ラテン系の言語 と英語 は、ゲルマ ン系言語 に比べて、機械翻訳開発

に際 して問題 となる点が少ない。 その結果、英語 とフランス語、フランス語 とイタ リア語 といっ

た組み合 わせの翻訳の出来具合の方が、 ドイツ語か らフランス語、フランス語か らオ ランダ語へ

といった もの よりかな り優れた もの となっている。前者の様な組み合 わせ と同様な翻訳 レベルの

向上 が全ての言語の組み合わせで力強 く進 んでいる。

5.言 語上の開発

Systranの 委員会版は、近年来モジュラー化が大 いに進んで きている。ソース言語分析 は、基礎

的辞書 に関 してさえも、今や翻訳対象か ら完全 に独立 している。例 えば、英語分析の結果がそれ

ぞれ別 の6つ の対象言語 への翻訳 に利用されている。 また対象のレベルにおいて も、同様の総合
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プログラムが異なるソース言語 に関 しても大 した変化 な く利用されている。 このシステムの唯一、

正確 に二 ヶ国語併用可能 な部分 は、効果的な文脈辞書によるコーデ ィングが、語句若 し くは文脈

構造 の正確な翻訳の鑑定 に利用 されている トランスファの段階に存在 している。 しか しなが ら、

この部分においてさえも、一つの決 まったグルー プの一言語(例 えば、 ラテン系の一言語)に 適

している文脈上のルールは、同 じグルー プの もう一つの言語への翻訳に も往々に して利用可能で

あ り、 それ も、ほ とん ど修正 される事 な く又修正皆無 の場合 もある という事が判明 している。

Systranに は高度 に開発 された構文法 と語義に関す るもの を処理する特質が備わ ってい るため

に、十分に開発 された言語 の組み合わせ に対 しては、文法上 のhomography(一 字一音主義のつ

づ り法)とpolysemy(多 義性)と いう古典的な問題 はほぼ解決 されている。 この様 に して、品質

改良の基礎が、特定主題別分野や ドキュメ ン トの種類が必要 とする用語 を組み入れ る事 によって

対象言語へのす ぐれた変換対象に基づいている。

現在Systranの 英語 とフランス語用の辞典 には約8万 の収録語があ り、成文テキス トに出て く

る言葉 のほ とん どが網羅 されている。 しか しなが ら、文脈辞典 には現在2万 か ら8万 の収録 があ

り、 その数 はたえず増加 している。現在 の見通 しとして、主だ った言語の組 み合わせ に とって、

最終的には20万 の収録 を持 った文脈辞典が必要 になる と考 え られている。

6.技 術的基礎構造

委 員会 のSystranはMVSOSのAmdahl社 製 メ イ ンフ レー ム(IBM互 換 性)上 で 作 動 してい

る。 一時 間 に40万 語 の割 合 で、 翻訳作 業 が な され て い る。 内部 ネ ッ トワー クに よる ア クセ ス は、

Unixサ ーバ ー を経 由 して お り、 ブ リッセ ル とル クセ ンブ ル グ にあ る委員 会 の さ まざ ま な部 局 か

らの翻 訳要請 に応 じて い る。 利 用者 に とって使 い易 いメ ニ ュー ・システ ムに よ って お り、 現在400

以上 の ワー クステー シ ョンで利用 す る こ とが で きる。 そ の他 、要請 のあ り次 第接 続 が 可能 とな っ

て い る。

利 用者 の ほ とん どは現在UnixWSかMS-DOSパ ソ コ ンを有 して お り、それ らは後 処 理 の た め

ばか りでな く、ドキ ュメ ン トの作 成 に も使 われ て い る。現在DGXIIIで テス ト中のOCRは 機械 可

読 な ドキュメ ン トの作 成 に とって、大 変有 効 な こ とが証 明 されて い る。

理 想 的 には、利 用者 は ワー プ ロ と通 信 との両 用 の ソフ トウエ ア を利用 すべ きで あ る。 もっ とも、

ほかの ソフ トウエ ア か らテ キ ス ト変換 は可能 で は あ るが 。 ワー プ ロソ フ トで あ るMS-WORD付

きのMS-DOSマ シ ンがSystran環 境 の 中へ組 み込 まれ る様 にな る 日が早 い事 が望 まれ る。

7.後 処理

利用者が修正 なしの粗翻訳で満足する場合 もあるが、多 くの場合機械翻訳 した事後 の手直 しが

必要 となる。殊 に利用者が ドキュメン トを自分 自身の情報のために翻訳 させた場合 にはなお さら

そうである。

委員会の翻訳者 は、 この問題 についてはそれぞれの方法で取 り組 んでいる。ある方法 としては
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伝統的手法 によ り最終的な ものを作成す るためのベース として機械翻訳 を利用 しているし、他 の

方法 としては、書類上若 しくはスク リー ン上 で手直 しをや っている。 いつれに して も、利点 ・難

点があ り、個々の翻訳者の経験に とりわけ深 くかかわっている。

委員会の要求 に応 じられるSystranの 可能性 を評価するため、翻訳者 のグループが結成 され、

各種類 の ドキュメン トか ら得た結果 を調査 する事 になった。 そしてその際念頭 にお く事 として、

利用者か ら要求 される質、 タイム ・リミット、翻訳の目的な どがある。同時 に、粗翻訳のための

Systranへ のアクセスをよ り一層一般化 するべ く努力がなされてお り、粗翻訳 は従来の翻訳サー

ビスがさし迫 った期限内に不可能 な場合 とか、手許の ドキュメン トが人手 によって翻訳す る程重

要性がない と考 えられている場合 に とりわけ効力 を発揮する。

8.利 用 者

委 員 会 がSystranを 開発 す る主 要 な 目的 は 内部で の利用 を促進 す る事 に あ るが 、我 々が獲 得 し

た利 用 者 として はECの メ ンバ ー各 国 にお け る公 共 団体 を網 羅 して い る。

現在 の ところ、最 も重要 な外 部利 用 者 と して、ブル ュッセ ルのNATO、 ドイ ツの カー ル スル ー

エ にあ る原 子 力研究 セ ンター(NuclearResearchCentre)や ドイ ツ鉄 道 が あ げ られ る。ここ数 年来

こ うい った 利 用者 及 び他 の機 関 の貢 献 に よっ て数 多 くの専 門 分野 別 のSystran辞 典 及 び 言語 ソ

フ トウエ アの 拡大 が な され て きた。 この様 に して翻 訳の質 が、全 般 的 に 向上 して きて い る。

TheGachotグ ルー プ は、民 間 セ クタ ー向 けの権 利 を所有 してお り、共 同体 の言 語 全 て を対 象 と

した開 発 の協 定 を委員 会 と結 んで い る。

その為 、パ リ近郊 のSoisy-sous-Montmorencyに あ るGachotS.A.は 、 関心 の あ る関 係者 全

てが ミニ テル端 末 か機 械 翻 訳 の 要求 に よ り良 く適 合 す るネ ッ トワ ー ク経 由 でSystranに ア クセ

ス 出来 る様 にす る立場 にあ る。

最 後 に、 委 員会 は英 語 、 フラ ンス語 、 ドイ ツ語 、 スペ イ ン語 へ の特定 翻 訳 に関 す る大 きな プ ロ

ジ ェク トを準 備 中 であ る。我 々 と して は、新 しい技術 に関す る専 門用語 統 合 のた め のベ ー ス とし

て ヨー ロ ッパ 特 許庁 と協 定 を結 ぶ意 向 を持 って い る。

9.将 来展望

今後12ヶ 月 にわたって、委員会 は第4の ソー ス言語 としてスペイ ン語 を英語に翻訳するための

開発 に とりかか るだ ろう。又、ギ リシャ当局 の要請で、ギ リシャ語 を英語 か らの対象言語 として

組み込む事 になるか もしれない。

よ り一般的なレベルにおいては、我々は現在文脈上のコーディングの分析向上及 び情報追加 の

手段 として語義 コーディングのレベル向上 の開発 を研究 中である。 ソース言語 としての ドイツ語

のために、複合名詞をそれぞれの構成部分に分類す るための特別のてだての開発 に取 り組んでい

る。 その目的はそれ 自身の構文法 と語義 に関 しての文法的な分析がなされるためである。

企業内の技術 的なイ ンフラが より一層安定 して きた ことか ら、 目標 を定 めた膨大 な ドキュメン

ー79一



トのフォーマ ッ ト化の可能性 を検討すべ きであろう。今 日までは、 ブランクとキ ャリッジ リター

ンだけをベース とした修正可能なプ リン トアウ トのイメージを利用す る他はなかった。 それは多

種 に及 ぶワー プロやパ ソコンの機 器がインター フェイスな しでSystran内 へ接続 され ていたか

らである。

そしてなかんず く重要な事 としては、開発チームは これか らもひき続 き、利用者である翻訳者

又 はSystranを 利用 してい る依頼 人か ら受けた問題解決 への回答 を出来 る限 り効 率的 に行 って

い く事だろう。それはコンピューター化 した言語翻訳の理論的 というよりも実際上の問題へのシ

ステムによる応答 を確実に してい くためである。

代名詞の指示や、 なめらかな文体に留意 した表現 とい った数多 くの問題 の完全 な解決 は当面 み

られそうにもない。

しか しなが ら、 より多 くの技術用語 とより良い文脈上 のルールを加 える事 によって、急速 に増

えている利用者が満足の出来 る翻訳 レベルに到達出来 る事が望 まれている。

10.結 論

Systranを 使 った翻訳 の質が、すでにかな り満足 しうるレベル に達 しているのは、フランス語か

ら英語、フランス語か らイタ リア語、英語か らフラ ンス語、英語か らイタリア語、英語か らスペ

イン語 の組み合わせであ り、 目下開発中の他の言語の組 み合わせ について も同様な レベル にまで

達 する事が望 まれている。

委員会が最優先 としているのは内部のニーズに対す る開発であるが、 それはメンバー国家 の政

府 団体 のみな らず他の共 同体機関 と利用協定を結ぶ事 も出来 るのである。

将来 における機械翻訳の質的な向上は、 プロジェク トに任命 されている企業内の翻訳者 グルー

プとの共同作業に当た っている各分野別 の利用者 の要求 に徹底的 に基づいたもの となるだ ろう。

この ような質的向上 はよ り良質 の辞典 とSystranソ フ トウエアに含 まれてい るよ り充 実 した意

見論的特徴によって一層促進 され るべ きである。
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